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〔 消 防 〕 

 

○ 資料１ 消防団区分編成表 

 

消防署等及び第１・第２分団出動区分編成表 
 

出動種別 出動区域 出動隊員 出動車両 出動要件 摘        要 

火 

 

 

 

 

 

災 

 

 

 

 

 

出 

 

 

 

 

 

動 

第１種 

出 動 

上川町 

全 域 
署の当番者 

上川指令 

大 雪 

流 星 

火災初期で延焼

の恐れが無い火

災 

①出動区域３及び４への出動は、出張所と協

議して出動する。 

②先着隊長は、必要により第２種又は第３種

出動を要請する。 

第２種 

出 動 

上川町 

全 域 

本部の勤務者 

署の当番者 

非番者の一部 

上川指令 

大 雪 

流 星 

①火災の様態が 

 不明 

②山林、原野等  

 で小規模火災 

 車両火災等 

①非番者の召集は、電話等の伝達による。 

②出動区域３及び４への出動は、出張所と協

議して出動する。 

③先着隊長は、必要により第３種出動を要請

する。 

第３種 

出 動 

１ 

全職員 

(注 3) 

全団員 

(注 4) 

全 車 

延焼拡大の恐れ

がある火災 

① 署長及び団長は、必要により出張所及び第

３分団の出動を命令する。（出動区域２も

同じ） 

② 署長は、必要により各支署（消防団も含む）

に出動を要請する。（出動区域２、３及び

４についても同じ） 

③ 消防長は、必要により北海道広域消防相互

応援協定に基づき応援出動を要請する。 

（出動区域２、３及び４についても同じ） 

２ 

３ 

４ 

職員の一部 

(注 3) 

団員の一部 

(注 4) 

北鎮を除

く全車 

① 出動区域３への出動は、出張所と協議して

出動する。 

② 出動区域４への出動は、出張所長及び第３

分団長より要請を受けた場合又は署長及

び団長が必要と認めた場合に出動する。 

③職員及び団員の一部は、残留する。 

偵察出動 

１ 

２ 

３ 

署の当番者 
適応する

車両 

① 火災とまぎわ 

 らしい事態の 

 覚知 

② その他偵察の 

 必要のある事 

 態の覚知 

① 車両サイレンは、必要に応じて吹鳴する。 

② 出動区域３への出動は、出張所と協議して

出動する。 

③ 先着隊長は必要により応援隊を要請する。 

警戒活動 

１ 

２ 

３ 

署の当番者 

非番者の一部 

適応する

車両 

① 危険物の流出 

 及び危険なガ 

 ス漏洩等の覚 

 知 

② 風水害等の恐 

 れのある事態 

 の覚知 

① 非番者の召集は、電話等の伝達による。 

② 車両サイレンは、必要に応じて吹鳴する。 

③ 出動区域３への出動は、出張所と協議して

出動する。 

④ 先着隊長は必要により応援隊を要請する。 
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出動種別 出動区域 出動隊員 出動車両 出動要件 摘        要 

特命出動 
旭川市 

鷹栖町 

職員の一部 

団員の一部 

要請され

た車両 

適応する

車両 

① 組合内の支署 

 長及び団長か 

 らの出動要請 

 による。 

② 消防長が出動 

 の必要がある 

 と認めたとき 

① 出動は、消防長及び署長の命令による。 

② 職員及び団員の召集は、原則として電話等

の伝達による。 

応援出動 
北海道 

全 域 

職員の一部 

団員の一部 

要請され

た車両等 

組合外の消防本 

部等からの出動 

要請による。 

①出動は、消防長の命令による。 

②詳細は、北海道広域消防相互応援協定マニ

ュアル等による。 

③ 職員及び団員の召集は、原則として電話等

による。 

その他の出動 

１ 

全職員 

(注 3) 

全団員 

(注 4) 

適応する

車両 

火災以外の災害 

等 

(注 5) 

① 署長及び団長は、必要により出張所及び第

３分団の出動を命令する   

 （出動区域２についても同じ） 

② 署長は、必要により各支署（消防団も含む）

に出動を要請する。（出動区域２、３及び

４についても同じ） 

③ 消防長は、必要により北海道広域消防相互

応援協定に基づき応援出動を要請する。（出

動区域２、３及び４についても同じ） 

２ 

３ 

４ 

職員の一部 

(注 3) 

団員の一部 

(注 4) 

① 出動区域３への出動は、出張所と協議して

出動する。 

② 出動区域４への出動は、出張所長及び第３

分団より要請を受けた場合又は署長及び

団長が必要と認めた場合に出動する。 

職員及び団員の一部は、残留する。 

注１．出動区域の区分は、別表による。 

 ２．消防長及び署長は、必要により出動する消防隊の組替え及び増減をする。 

 ３．職員とは、原則として本部及び署（出張所を除く）の職員とする。 

 ４．団員とは、原則として第１分団員及び第２分団員とする。 

 ５．地震（震度４以上と思われる場合に限る）が発生した場合、非番者の職員は自主的に消防署に集

合して出動体制をとること。 

 ６．出張所及び第３分団の出動は、出張所・第３分団出動区分編成表による。 

 ７．救急及び救助出動は、別に定める。 
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出張所及び第３分団出動区分編成表 

 

出動種別 出動区域 出動隊員 出動車両 出動要件 摘        要 

火 

 

 

 

災 

 

 

 

出 

 

 

 

動 

第１種 

出 動 

３ 

４ 
勤務の職員 銀 河 

火災初期で延焼

拡大の恐れが無

い火災 

①出張所のみの覚知及び出動区域３への出動

は、署と協議する。 

②先着隊長は、必要により第２種又は第３種

出動を要請する。 

第２種 

出 動 

３ 

４ 

全職員  

(注 3) 

団員の一部 

(注 4) 

銀 河 

層雲号 

① 火災の様態が 

 不明 

② 山林、原野等 

 で小規模火災 

③車両火災等 

① 職員及び団員の召集は、原則として電話等

の伝達による。 

② 出張所のみで覚知した場合は、出動等につ

いて署と協議する。 

③ 先着隊長は、必要により第３種出動を要請

する。 

第３種 

出 動 

３ 

４ 

全職員 

(注 3) 

全団員 

(注 4) 

全 車 

延焼拡大の恐れ

がある火災 

出張所長及び第３分団長は、必要により消

防署及び第１分団並びに第２分団の出動を

要請する。 

１ 

２ 

職員の一部 

(注 3) 

団員の一部 

(注 4) 

層雲号 

① 出動は、署長及び団長の命令による。 

②職員及び団員の一部は、残留する。 

偵察出動 
３ 

４ 
勤務の職員 

適応する

車両 

① 火災とまぎら 

 わしい事態の 

 覚知 

② その他偵察の 

 必要のある事 

 態の覚知 

① 車両サイレンは、必要に応じて吹鳴する。 

② 先着隊長は必要により応援隊を要請する。 

警戒出動 
３ 

４ 

全職員 

(注 3) 

適応する

車両 

① 危険物の流出 

 及び危険なガ 

 ス漏洩等の覚 

 知 

② 風水害等の恐 

 れのある事態 

 の覚知 

①召集は、電話等の伝達による。 

②車両サイレンは、必要に応じて吹鳴する。 

③ 先着隊長は必要により応援隊を要請する。 

特命出勤 
 旭川市 

鷹栖町 

職員の一部 

団員の一部 

要請され

た車両 

適応する

車両 

① 組合内の支署 

 長及び団長か 

 らの出動要請 

 による。 

② 消防長が出動 

 の必要がある 

 と認めたとき 

① 出動は、消防長及び署長の命令による。 

② 職員及び団員の召集は、原則として電話等

の伝達による。 

応援出動 
北海道 

全 域 

職員の一部 

団員の一部 

要請され

た車両 

組合外の消防本

部等からの出動

要請による。 

①出動は、消防長の命令による。 

②詳細は、北海道広域消防相互応援協定マニ

ュアル等による。 

③ 職員及び団員の召集は、原則として電話等

の伝達による。 
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出動種別 出動区域 出動隊員 出動車両 出動要件 摘        要 

その他の出動 

３ 

４ 

全職員 

(注 3) 

全団員 

(注 4) 適応する

車両 

火災以外の災害

等 

(注 5) 

出張所長及び第３分団長は、必要により消

防署及び第１分団並びに第２分団の出動を

要請する。 

１ 

２ 

職員の一部 

(注 3) 

団員の一部 

(注 4) 

① 出動は、署長及び団長の命令による。 

② 職員及び団員の一部は、残留する。 

 注１．出動区域の区分は、別表による。 

  ２．出張所長は、必要により出動する消防隊の組替え及び増減をする。 

  ３．職員とは、原則として出張所の職員とする。 

  ４．団員とは、原則として第３分団員とする。 

  ５．地震（震度４以上と思われる場合に限る）が発生した場合、非番者の職員は自主的に出張所に

集合し出動体制をとること。 

  ６．救急及び救助出動は、別に定める。 

 

 

（別表） 

 

出動区域一覧表 

 

区域番号 町            名 

１ 
 東町、新町、北町、花園町、西町、旭町、本町、南町、中央町、川端町、新光町、 

 栄町、共進 

２  日東、越路、天幕、中越、上越、東雲、菊水、白川、旭ケ丘 

３  清川 

４  層雲峡 
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〔 災 害 履 歴 〕 

○ 資料２ 過去の災害の記録 

上川町の過去の主な災害 

年 月 日 種  別 災  害  状  況 被  害  状  況 

Ｓ29. 9.26 大  風 
(台風15号) 

 北海道を襲った台風15号は
瞬間風速35ｍ、常時30ｍの強風
をもって大荒れに荒れて、開町
以来未曽有の大被害をもたら
した。 
（災害救助法適用） 

人 的 被 害 
 

住 家 被 害 
 

被住家被害 
 

家屋の小破 
農 業 被 害 

 
 

土 木 被 害 
林 業 被 害 

 
公 共 施 設 

 
 
 

 
被害額合計 

死  者 
負 傷 者     
全  壊 
半  壊 
全  壊 
半  壊 
 
農 作 物     
開拓用水 
開拓施設 
橋  梁 
民 有 林     
国 有 林      
教育施設 
消防施設 
医療施設 
交通施設 

4名 
1名 

127戸 
173戸 
187戸 
135戸 
716戸 
685ha 
70ha 
40所 
2所 

1,000ha 
84,742ha 

10所 
2所 
2所 
2所 

 

        5,131,799千円 

Ｓ45. 8. 1 大  雨  激しい雷を伴う雨は、午前零
時から10時までに 224㎜を記
録し、上川町開基以来の集中豪
雨に見舞われた。 
（災害救助法適用） 

家 屋 被 害 
 
 
 
 
 

土 木 被 害 
 
 

農 業 被 害 
 
 
 
 

衛 生 施 設 
教 育 施 設 
商 工 施 設 
町 被 害 額 
道 被 害 額 

 
開発関係被害額      

 
国有林被害額 
その他被害額 

 
被害額合額 

全  壊 
半  壊 
一部損壊 
床上浸水 
床下浸水 
非 住 宅 
道  路 
橋  梁 
河  川 
農  地 
畑 作 物     
農業施設 
林  業 
水  産 
上水道施設 
グランド、ジャンプ台 

8戸 
13戸 
20戸 
118戸 

1,822戸 
14戸 
34所 
9所 
24所 
38ha 
355ha 
11所 
49所 
9所 
9所 
2所 
46所 

612,010千円 
66,765千円 

(道路、橋梁、河川、道有林等) 
23,000千円 

（道路、橋梁、河川） 
530,806千円 
69,159千円 

 
1,301,740千円 
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年 月 日 種  別 災  害  状  況 被  害  状  況 

 Ｓ50. 8.23 

   ～8.24 

大  風 

(台風6号) 

 大型台風６号は記録的な雨

量によって、北海道においては

石狩川水系の市町村及び道路

を中心に未曽有の災害をもた

らした。 

（町災害対策本部設置） 

人 的 被 害 

 

住 家 被 害 

 

 

農 業 被 害 

 

土 木 被 害 

 

 

 

被害額合計 

死  者 

負 傷 者 

全  壊 

床上浸水 

床下浸水 

水田流失 

水田冠水 

道路欠壊 

河川欠壊 

橋梁流失 

6名 

2名 

1戸 

12戸 

3戸 

0.37ha 

5.10ha 

1所 

4所 

1所 

89,540千円 

 Ｓ56. 8. 3 

   ～8. 6 

大  雨  関東の南東海上を北上して

きた台風12号は、４日夜半に再

び強い雨をもたらし、未曽有の

降雨量を記録した。降り続く雨

による河川の氾濫のため、層雲

峡地区で災害発生に備えて「上

川町災害対策本部」を設置し

た。上川町の総降雨量は市街地

区で 175㎜、層雲峡地区で 278

㎜に達した。 

（町災害対策本部設置） 

農 業 被 害 

 

土 木 被 害 

 

農 作 物 

農業施設 

道路関係 

河川関係 

23.03ha 

3所 

8所 

6所 

被 害 額      91,731千円 

(大雪営林署関係) 

 

 

 

林道欠壊 

作業道欠壊 

治山施設 

立木被害 

18線 

6線 

7所 

690㎡ 

被 害 額      1,509,494千円 

(上川営林署関係) 

 

 

林道欠壊 

治山施設 

立木被害 

2線 

5所 

50㎡ 

被 害 額       847,745千円 

(旭川土現関係) 護岸関係 2所 

被 害 額           24,956千円 

(電報電話局関係)  

被 害 額         6,000千円 

(上川電力所関係)  

被 害 額        4,000千円 

(開発建設部関係) 土砂崩れ 

路面欠壊 

17所 

12所 

被 害 額            30,000千円 

被害額合額 2,513,926千円 

 S60．5.24 

   ～5.25 

山 火 事  上川町市街地から東約10㎞

に位置する国有林内の中越上

川事業区で、送電線敷地内の支

障木の伐採作業中に誤って送

電線を切断し山火事が発生し

た。このため国有林内の針葉

樹・広葉樹等の天然林が延焼し

大きな被害をもたらした。 

（山火事災害対策本部設置） 

林 業 被 害 

 

国 有 林 

 

29.38ha 
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年 月 日 種  別 災  害  状  況 被  害  状  況 

S62．6．9 岩盤崩落  層雲峡の通称「天城岩」が突

然崩れ真下の石狩川を埋め、さ

らに国道39号を100ｍに渡って

覆う被害が発生した。このがけ

崩れで人的・物的に大きな被害

をもたらすとともに、層雲峡観

光のイメージに大きな影響を

与えた。 

（町災害対策本部設置） 

人 的 被 害 

 

物 的 被 害 

 

 

 

被害額合計 

死  者 

負 傷 者 

車  輛 

自 転 車 

建設機械

等 

3名 

6名 

5台 

20台 

5台 

 

31,118千円 

Ｈ 2. 9. 3 大  雨  ９月３日、台風15号から変わ

った低気圧が前線を伴って大

気の状態が不安定となり、午後

３時頃からところによって雷

を伴い、特に午後５時から午後

９時ごろにかけては市街地を

中心に集中豪雨に見舞われ、民

家では床上、床下浸水などが相

つぎ、農作物などにも被害が発

生した。降り始めからの総雨量

は 137㎜に達し１時間当りの

雨量は34㎜と短時間に強い雨

が降った。 

（町災害対策本部設置） 

住 家 被 害 

 

土 木 被 害 

 

農 業 被 害 

 

 

 

 

被害額合計 

床上浸水 

床下浸水 

町道砂利流失 

のり面の崩れ 

水田冠水 

水田倒伏 

畑 冠 水 

畑作倒状(そば) 

10戸 

99戸 

 

12所 

25.5ａ 

17.3ａ 

71.0ａ 

45.5ha 

 

 64,862千円 

Ｈ16. 9. 8 暴  風  ９月７日夜遅くから８日夜

にかけて台風18号が北海道の

日本海側を通過した。町内では

8日10：30頃より町内の広範囲

にわたって停電が発生、倒木に

よる国道の通行止めが相次ぎ

民家では人的、物的被害が相次

ぎ、農作物などにも被害が発生

した。 

（町災害対策本部設置） 

人 的 被 害  

住 家 被 害 

非住家被害 

 

 

土 木 被 害 

農 業 被 害 

 

 

水産被害 

林業被害 

 

商工被害 

 

被害額合計 

負傷者 

一部破損 

全壊 

半壊 

一部破損 

落石 

水田倒伏 

畑作倒状 

営農施設 

その他 

倒木被害 

林道被害 

商工施設等 

2名 

68戸 

15戸 

1戸 

106戸 

2箇所 

263ha 

102ha 

135件 

1件 

45ha 

4箇所 

36箇所 

 

 79,416千円 
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〔 災 害 危 険 箇 所 〕 

○資料３ 重要水防箇所 
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家
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狩
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狩
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岸
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○資料４ 急傾斜地崩壊危険箇所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

全部 一部

 01 上川町 越　路 上川越路  2 道(建設部) 計画なし

 02 上川町 越　路 上川越路２  2 道(建設部) 計画なし

 03 上川町 越　路 上川越路３  2 道(建設部) 計画なし

 04 上川町 層雲峡 上川層雲峡１  2 道(建設部) 計画なし

 05 上川町 層雲峡 上川層雲峡２  4 道(建設部) 計画なし

 06 上川町 層雲峡 上川層雲峡３  4 道(建設部) 計画なし

 07 上川町 層雲峡 上川層雲峡４  2 道(建設部) 計画なし

 08 上川町 層雲峡 上川層雲峡５  2 道(建設部) 計画なし

 09 上川町 層雲峡 上川層雲峡６  1 道(建設部) 計画なし

 10 上川町 層雲峡 上川層雲峡７  1 道(建設部) 計画なし

 11 上川町 層雲峡 上川層雲峡８  2 道(建設部) 計画なし

 12 上川町 層雲峡 上川層雲峡９  2 道(建設部) 計画なし

 13 上川町 層雲峡 上川層雲峡１０  2 道(建設部) 計画なし

 14 上川町 層雲峡 上川層雲峡１１  1 道(建設部) 計画なし

 15 上川町 層雲峡 上川層雲峡１２  2 道(建設部) 計画なし

 16 上川町 層雲峡 上川層雲峡１３  7 道(建設部) 計画なし

 17 上川町 層雲峡 上川層雲峡１４  2 道(建設部) 計画なし

 18 上川町 層雲峡 上川層雲峡１５  1 道(建設部) 計画なし

 19 上川町 層雲峡 上川層雲峡１６  1 道(建設部) 計画なし

 20 上川町 層雲峡 上川層雲峡１７  1 道(建設部) 計画なし

 21 上川町 層雲峡 上川層雲峡１８  1 道(建設部) 計画なし

 22 上川町 層雲峡 上川層雲峡１９  2 道(建設部) 計画なし

 23 上川町 層雲峡 上川層雲峡２０  2 道(建設部) 計画なし

 24 上川町 層雲峡 上川層雲峡２１  2 道(建設部) 計画なし

 25 上川町 東　雲 上川東雲  2 道(建設部) 計画なし

 26 上川町 日　東 上川日東１  1 道(建設部) 計画なし

 27 上川町 日　東 上川日東２  1 道(建設部) 計画なし

 28 上川町 清　川 上川清川  1 道(建設部) 計画なし

急傾斜地崩壊危険箇所

（平成１９年度末現在）

図面
番号

危　　　険　　　区　　　域　　　の　　　現　　　況 予　想　さ　れ　る　被　害 法令等における指定状況 整　備　計　画

市町村名 地　区　名 場　所

危険区域

面積(ha)

住家

（戸）

公共施設

（棟）

道　路 その他 指定機関 法令名 指定年月日

指定

番号

危険区域との関連

実施機関 概　要
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○資料５ 土石流危険渓流 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

渓流長

(km)
面積(ha)

154 上川町 越　路 石狩川
二十七線一の

沢川
Ⅱ41-0220 開発局 計画なし

155 上川町 東　雲 石狩川 安足間川
先登橋下流の

沢
I02  1.78  234 公民館１

道道3109
号

開発局 計画なし

156 上川町 愛山渓温泉 石狩川 安足間川
愛山渓温泉の

沢
I03  0.15  29 旅館２

道道3109
号

開発局 計画なし

157 上川町 菊　水 石狩川
パンケフェマ

ナイ川
大矢沢 I04  2.00  164

大雪漁業生
産組合１

開発局

道

(道水産林務部)

S６２～
H１０実施

158 上川町 東　町 石狩川 石狩川 無名沢１ I05  0.23  8  36
道道3640

号
開発局 計画なし

159 上川町 東　町 石狩川 石狩川 ナカヤマ沢川 I06  1.43  88  61
道道3640

号
ＪＲ石北

本線
開発局 計画なし

160 上川町 菊　水 石狩川 石狩川
第４会館前の

沢
I07  2.18  149 公民館１

道道3640
号

開発局 計画なし

161 上川町 清　川 石狩川 石狩川 メノコ川 I08  2.38  200 公民館１ 国道39号 開発局 計画検討中

162 上川町 青少年旅行村 石狩川 石狩川 無名沢２ I09  0.45  40
青少年旅行

村１
開発局 計画なし

163 上川町 青少年旅行村 石狩川 石狩川
リクマンベツ

川
I10  8.55  1168

青少年旅行
村１

国道39号 開発局
H18～２１

実施中

164 上川町 層雲峡 石狩川 石狩川
層雲峡小学校

の沢
I11  0.30  19 74

小学校１
旅館１

国道39号 開発局 計画検討中

165 上川町 層雲峡 石狩川 石狩川 黒岳沢川 I12  4.05  564

建告第1814号

Ｓ58.11.8

建告第1224号

Ｓ62.6.11

 69

バス発着場１

ﾛｰﾌﾟｳｪｲ駅１

郵便局１

警察１、旅館６

ﾋﾞｼﾞﾀｰｾﾝﾀｰ１

国道39号
開発局
林野庁

一部実施

S28～H7実施

166 上川町 層雲峡 石狩川 石狩川 赤石川 I13  9.00  870 旅館１ 国道38号 開発局 計画検討中

167 上川町 層雲峡 石狩川 石狩川
治山事業所の

沢
I14  2.95  198 旅館１ 国道39号 開発局 計画なし

168 上川町 大雪高原温泉 石狩川
ヤンベタップ

川
無名沢４ I15  0.95  40

旅館１
ヒグマ情報
センター１

開発局 計画なし

169 上川町 大雪高原温泉 石狩川
ヤンベタップ

川
無名沢５ I16  0.75  45

旅館１
ヒグマ情報
センター１

開発局 計画なし

170 上川町 東　雲 石狩川 安足間川 直部沢 Ⅱ02  1.75  160  2 国道39号
ＪＲ石北

本線
開発局 計画なし

171 上川町 東　雲 石狩川 安足間川 農家の沢 Ⅱ03  0.40  35  1
道道3109

号

開発局
道(水産林

務部)
計画検討中

172 上川町 東　雲 石狩川 石狩川 北原沢 Ⅱ04  1.13  50  3 農道
開発局

道(水産林
務部)

計画検討中

173 上川町 共　進 石狩川 石狩川 共進の沢 Ⅱ05  0.53  26  1
ＪＲ石北

本線
開発局 計画なし

174 上川町 共　進 石狩川 石狩川 無名の沢９ Ⅱ06  0.30  19
道道3640

号
ＪＲ石北

本線
開発局 計画なし

176 上川町 菊　水 石狩川 石狩川 無名の沢１０ Ⅱ07  0.50  10  1 開発局 計画なし

177 上川町 菊　水 石狩川 石狩川 菊水の沢 Ⅱ08  0.23  11  2 開発局 計画なし

178 上川町 菊　水 石狩川 石狩川 菊水林道の沢 Ⅱ10  0.93  156  1 開発局 計画なし

市町村名

住家

（戸）

土石流危険渓流

図面
番号

（平成２６年度末現在）

概　要実施機関河　川　名 渓　流　名

平成７年度

渓流番号

予　想　さ　れ　る　被　害危　　　険　　　区　　　域　　　の　　　現　　　況 整　備　計　画

その他

砂防指定地指

定番号・年月

日

区　域　名
渓流概況 公共施設

（棟）

道　路水　系　名
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○資料６ 地すべり危険箇所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

渓流長

(km)
面積(ha)

180 上川町 清　川 石狩川 石狩川 牧場裏の沢 Ⅱ11  0.50  16  1 国道38号 開発局 計画なし

181 上川町 清　川 石狩川 石狩川 松山沢川 Ⅱ12  2.15  290  2
ＪＲ石北

本線
開発局 計画なし

182 上川町 清　川 石狩川 石狩川 桂沢支渓 Ⅱ13  0.50  14  1 国道39号 開発局 計画なし

183 上川町 清　川 石狩川 石狩川 桂沢 Ⅱ14  0.93  48  1 国道39号 開発局 計画なし

184 上川町 清　川 石狩川 石狩川 トキミ川 Ⅱ15  1.15  88  1 国道39号 開発局 計画なし

185 上川町 清　川 石狩川 石狩川
ニセイテシオ

マップ川
Ⅱ16  4.75  1068  1 国道39号 開発局 計画検討中

186 上川町 層雲峡 石狩川 赤石川
旧日赤病院裏

の沢１
Ⅱ17  0.25 3  3 開発局 計画検討中

187 上川町 層雲峡 石狩川 赤石川
旧日赤病院裏

の沢２
Ⅱ18  0.42 14  3 開発局 計画検討中

175 上川町 共　進 石狩川 石狩川 不動の沢 J01  19 開発局 計画なし

179 上川町 白　川 石狩川 石狩川 大雪橋の沢 J02  2.50  164 魚養場 開発局 計画なし

土石流危険渓流

（平成２６年度末現在）

図面
番号

危　　　険　　　区　　　域　　　の　　　現　　　況 予　想　さ　れ　る　被　害 整　備　計　画

市町村名 区　域　名 水　系　名 河　川　名 道　路 その他 実施機関 概　要渓　流　名

平成７年度

渓流番号

渓流概況 砂防指定地指

定番号・年月

日

住家

（戸）

公共施設

（棟）

全部 一部

 01 上川町 菊　水  菊　水  43  2 町　道
道

(水産林務部）

(建設部)

建設部計画
なし

 02 上川町 中　越 中　越  64  5
ＪＲ

中越駅
国　道 ＪＲ 道(建設部) 計画なし

 03 上川町 越　路 江差牛山  164  12
道　道
町　道

道(建設部) 計画なし

地すべり危険箇所

（平成２６年度末現在）

図面
番号

危　　　険　　　区　　　域　　　の　　　現　　　況 予　想　さ　れ　る　被　害 法令等における指定状況 整　備　計　画

市町村名 地　区　名 場　所

危険区域

面積(ha)

住家

（戸）

公共施設

（棟）

道　路 その他 指定機関 法令名 指定年月日

指定

番号

危険区域との関連

実施機関 概　要
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○資料７ 土砂災害警戒区域一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

警戒 特別

区域 警戒

区域

1 急傾斜地の崩壊 上川越路2 急001 妙岩寺裏 平成24年11月30日 ○ ○

2 急傾斜地の崩壊 上川層雲峡2 急004 層雲峡団地裏 平成21年3月24日 ○ ○

3 急傾斜地の崩壊 上川層雲峡3 急005 ホテル層雲裏 平成21年3月24日 ○ ○

4 急傾斜地の崩壊 上川層雲峡4 急006 旧消防層雲峡出張所裏 平成21年3月24日 ○ ○

5 急傾斜地の崩壊 上川層雲峡5 急007 層雲峡観光ホテル前（国道側） 平成21年3月24日 ○ ○

6 急傾斜地の崩壊 上川層雲峡6 急008 層雲峡観光ホテル裏 平成21年3月24日 ○ ○

7 急傾斜地の崩壊 上川層雲峡7 急009 マウントビューホテル奥側 平成21年3月24日 ○ ○

8 急傾斜地の崩壊 上川層雲峡8 急010 層雲峡市街地（銀泉閣裏～ペンション銀河裏） 平成21年3月24日 ○ ○

9 急傾斜地の崩壊 上川層雲峡9 急011 層雲峡写真ミュージアム裏 平成22年3月30日 ○ ○

10 急傾斜地の崩壊 上川層雲峡10 急012 黒岳ロープウェイ層雲峡駅付近 平成21年3月24日 ○ ○

11 急傾斜地の崩壊 上川層雲峡11 急013 層雲峡郵便局裏 平成21年3月24日 ○ ○

12 急傾斜地の崩壊 上川層雲峡12 急014 層雲峡園地前（国道側） 平成21年3月24日 ○ ○

13 急傾斜地の崩壊 上川層雲峡13 急015 ホテル大雪裏 平成19年3月30日 ○ ○

14 急傾斜地の崩壊 上川層雲峡14 急016 層雲閣グランドホテル裏 平成21年3月24日 ○ ○

15 急傾斜地の崩壊 上川層雲峡15 急017 層雲峡ユースホステル裏手 平成21年3月24日 ○ ○

16 急傾斜地の崩壊 上川層雲峡16 急018 層雲閣グランドホテル横（石狩川河川敷） 平成21年3月24日 ○ ○

17 急傾斜地の崩壊 上川層雲峡17 急019 層雲峡紅葉団地裏手 平成21年3月24日 ○ ○

18 急傾斜地の崩壊 上川層雲峡18 急020 旧日赤診療所付近 平成21年3月24日 ○ ○

19 急傾斜地の崩壊 上川層雲峡19 急021 旧桂月荘裏 平成21年3月24日 ○ ○

20 急傾斜地の崩壊 上川層雲峡21 急022 大雪道路情報ターミナル裏 平成26年1月17日 ○ ○

21 土石流 層雲峡小学校の沢(右の沢) 土011 旧層雲峡小学校グランド横～層雲峡観光ホテル裏山 平成19年3月30日 ○ ○

22 土石流 層雲峡小学校の沢(左の沢) 土011 層雲峡写真ミュージアム裏～市街地方面 平成19年3月30日 ○ ○

23 急傾斜地の崩壊 上川東雲 急023 清野房蔵氏裏山 平成27年3月10日 ○ ○

24 急傾斜地の崩壊 上川日東2 急026 福士義晴宅～サンアース大雪裏手 平成27年3月10日 ○ ○

区域の場所番号 現象名 区域の名称 指定月日図記号
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○資料８ 浸水想定区域（上川町洪水ハザードマップ） 
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〔 避 難 場 所 〕 

 

○ 資料９ 指定緊急避難場所 

 

指 定 緊 急 避 難 場 所 

 

避 難 場 所 所在地 面積（㎡） 管 理 者 避難対象地区  

駅 前 広 場 中央町 ２，０００ 上川駅長  中央町 

南 町 公 園 南 町 ３，９００ 町  長  南町・川端町 

旭 町 公 園 旭 町 ３，２００ 〃   旭町 

東 町 公 園 東 町 １，８００ 〃   東町 

山 の 下 公 園 〃 ２，８００ 〃   東町 

上川高等学校グラウンド 〃 ２２，３００ 学 校 長  東町 

新 町 公 園 新 町 ２，５００ 町  長  新町 

上川小学校グラウンド 〃 １１，３００ 学 校 長  新町・本町 

上川中学校グラウンド 北 町 ２１，８００ 〃   北町 

花 園 公 園 花園町 ９００ 町  長  花園町 

総 合 グ ラ ウ ン ド 〃 ２８，７００ 教 育 長  花園町 

西 町 公 園 西 町 ３，０００ 町  長  西町 

栄 町 公 園 栄 町 ２，１００ 〃   栄町 

上 川 町 営 球 場 〃 ２９，４００ 教 育 長  栄町・新光町 

つ つ じ 公 園 新光町 １，７００ 町  長  新光町 

み ず ほ 公 園 共 進 １，７００ 〃   共進 

旧東雲小学校グラウンド 東 雲 ５，０００ 町  長  東雲 

青少年野外活動センター 菊 水 １５，１００ 教 育 長  菊水・白川 

旧越路小学校グラウンド 越 路 ９，９００ 町  長  越路 

旧清川小学校グラウンド 清 川 ８，２００ 〃   清川 

層雲峡中央プロムナード広場 層雲峡 ８，７００ 〃   層雲峡 
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○ 資料 10 避難収容施設 

 

避 難 収 容 施 設 

 

避 難 施 設 名 所在地 電 話 番 号 収容人員 管 理 者 避 難 対 象 地 区 

上 川 小 学 校 新 町 ２－１４２９ １，５００ 学 校 長 本町・新町 

上 川 中 学 校 北 町 ２－１４４８ １，２００ 〃  中央町・南町・北町 

上川高等学校 東 町 ２－１４６９ １，０００ 〃  旭町・東町 

かみんぐホール 北 町 ２－２３７１ ８００ 教 育 長 北町・新町・花園町 

上川町福祉会館 本 町 ２－４０２２ ６００ 町  長 新光町・川端町 

上川総合体育館 花園町 ２－１１４０ ８００ 教 育 長 花園町・西町・栄町・共進 

旧東雲小学校  東 雲  ２００ 町  長 東雲 

青少年野外活動 

セ ン タ ー 
菊 水 ２－１６１７ ２００ 教 育 長 菊水・白川 

越路老人クラブ 

寿 の 家 
越 路 －  １２０ 町 長 越路 

日東第２会館 日 東 －  ８０ 〃  日東・天幕 

青少年旅行村 清 川 ５－３３６８ １００ 〃  清川 

層雲峡小学校 層雲峡 ５－３４１５ ９００ 学 校 長 層雲峡 

層雲峡観光総合 

コミュニティセンター 
層雲峡 ５―３３３３    ２００ 副 町 長  層雲峡 
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〔 通信・輸送 〕 

○ 資料 11 緊急通行車両確認証明書 
 
第      号  年   月   日 

緊 急 通 行 車 両 確 認 証 明 書 

   知 事                  ○印  

   公安委員会                  ○印  

番 号 標 に 表 示 
されている番号 

 

車 両 の 用 途 

（緊急輸送を行う車
両にあたっては、輸送
人 員 又 は 品 名 ） 

 

使用者 
住 所 

 
 

      （   ）   局 

氏 名  

輸 送 日 時  

輸 送 経 路 
出発地 目的地 

  

備     考   

備考 用紙は、日本工業規格 A5 とする。 

 

○ 資料 12 緊急通行車両標章 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1 色彩は、記号を黄色、縁および「緊急」の文字を赤色、「登録（車両）番号」および「日」の文字

を黒色、登録（車両）番号ならびに年、月および日を表示する部分は白色、地は銀色とする。 

2 記号の部分に、表面の画像が光の反射角度に応じて変化する措置を施すものとする。 

3 図示の長さの単位はセンチメートルとする。 

  

21cm 

15cm 

登録(車両)番号 

緊 急 
 

有効期限    □年□月□日 
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○ 資料 13 ヘリコプターによる救急患者の緊急搬送手続要領 
 

（趣旨） 

第１条 この要領は、北海道防災救急ヘリコプター運航要綱第 8条・北海道消防防災ヘリコプター運航管

理要綱第 15 条第 3 項及び北海道消防防災ヘリコプター緊急運航要領第４条ただし書の規定に基づ

き、救急患者の緊急搬送についての必要な手続等を定めるものとする。 

（手続） 

第２条 救急患者の緊急搬送に係る各機関の手続は、次によることとする。 

(1) 依頼病院等 

ア 依頼病院等は、救急患者の緊急搬送が必要であると判断した場合は、受入医療機関を確保した

後、あらかじめ総務部防災消防課防災航空室（以下「航空室」という。）に連絡するものとする。 

 この場合における連絡は、様式第１号によりファクシミリを使用して行うとともに、送付後、

必ず電話により到着の確認等を行うものとする。 

イ 依頼病院等は、航空室に連絡した後、当該市町村（消防の一部事務組合を含む。以下「市町村

等」という。）に救急患者の緊急搬送を要請するものとする。この場合の要請方法は、アの例によ

るものとする。 

ウ 依頼病院等は、市町村等から運航の可否・運航スケジュール等の連絡を受けた場合は、その内

容を受入医療機関へ連絡するものとする。 

(2) 市町村等 

ア 市町村等は、依頼病院等からヘリコプターの出動要請を受けたとき又は生命が危険な傷病者を

搬送する必要があると認められる場合は、航空室へヘリコプターの出動を要請し、その後関係支

庁にその旨を連絡するものとする。 

 なお、防災救急ヘリコプターが運航する場合にあっては、所轄警察署へその旨を連絡するもの

とする。 

 これらの場合における要請は、電話により行うとともに、様式第 1号によりファクシミリを使

用して行うものとする。 

イ 市町村等は、依頼病院等からヘリコプターの出動要請を受けた場合を除き、受入医療機関の確

保を行うものとする。 

ウ 市町村等は、ヘリコプターの離着陸場を確保しその安全対策を講ずるとともに、救急自動車等

の手配を行うものとする。 

エ 市町村等は、航空室から運航の可否・運航スケジュール等の連絡を受けた場合は、その内容を

依頼病院等に連絡するものとする。 

(3) 航空室 

ア 航空室は、依頼病院等から連絡を受けた場合は、消防防災ヘリコプターの出動準備を開始する

ものとする。 

イ 航空室は、市町村等からヘリコプター出動の要請を受けた場合は、出動の可否について判断し、

その結果を市町村等に連絡するとともに、関係支庁にその旨を連絡するものとする。 

ウ 航空室は、給油及び夜間等の空港使用（航空保安施設の運用等）が必要な場合は、市町村等と

連絡調整を行うものとする。 

（他の機関への要請等） 

第３条 航空室は、市町村等からヘリコプター出動の要請を受けた場合は、北海道警察本部（航空隊）、

札幌市（消防局）、陸上自衛隊北部方面総監部、航空自衛隊第二航空団司令部及び第一管区海上保

安本部に対し、必要な情報を提供するものとする。この場合における情報提供の方法は、様式第 1

号によりファクシミリを使用して行うものとする。 
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２ 航空室は、消防防災ヘリコプターが運航できない場合は、前項に規定する機関に対し、ヘリコプ

ターの出動を要請するものとする。 
 

（付添人の搭乗） 

第４条 医師が付添人を必要と認めた場合は、原則として１名に限り搭乗させることができるものとする。

この場合において、付添人は、あらかじめ様式第２号の誓約書を機長に提出するものとする。 

（その他） 

第５条 この要領に定めるもののほか、ヘリコプターの出動に関し必要な事項は別に定めるものとする。 

 

附 則 

この要領は、平成 8年 7月 1日から施行する。 
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〔 応急・復旧 〕 

○ 資料 14 「被災者生活再建支援法」に基づく支援（被災者生活再建支援制度） 

 内容・資格・条件等 

目 的 

 自然災害によりその生活基盤に著しい被害を受けた者であって、経済的理由等によ
って自立して生活を再建することが困難なものに対し、都道府県が相互扶助の観点か
ら拠出した基金を活用して、被災者生活再建支援金を支給することにより、その自立
した生活の開始を支援することを目的とする。 

制度の対象と

なる自然災害 

（1）対象となる自然災害 
①災害救助法施行令第 1条第 1項第 1号又は 2号に該当する被害が発生した市町
村における自然災害 

②10世帯以上の住宅が全壊する被害が発生した市町村における自然災害 
③100世帯以上の住宅が全壊する被害が発生した都道府県における自然災害 
④5世帯以上の住宅が全壊する被害が発生し、①～③に隣接する市町村（人口 10
万人未満に限る）における自然災害 

（2）支援対象世帯 
・住宅が全壊した世帯 
・住宅が半壊し、倒壊防止等のやむを得ない事由により住宅を解体した世帯 
・災害が継続し、長期にわたり居住不可能な状態が継続することが見込まれる世帯 
・住宅が半壊し、大規模な補修を行わなければ住宅に居住することが困難である
世帯（大規模半壊世帯） 

支 給 条 件 

（1）対象となる自然災害 

下表に示す限度額の範囲内で、①～⑧の経費に対して支給される。 

 合  計   

  ①～④ ⑤～⑧ 

複数（2人以上）世帯 300万円 100万円 200万円 

単数（1人）世帯 225万円 75万円 150万円 

①通常又は特別な事情により生活に必要な物品の購入費又は修理費 
②自然災害により負傷し、又は疾病にかかった者の医療費 
③住居の移転費又は移転のための交通費 
④住宅を賃借する場合の礼金 
⑤民間賃貸住宅の家賃・仮住まいのための経費（50万円が限度） 
⑥住宅の解体（除却）・撤去・整地費 
⑦住宅の建設、購入又は補修のための借入金等の利息 
⑧ローン保証料、その他住宅の建替等に係る諸経費 
（注）大規模半壊世帯は⑤～⑧のみ対象（100万円が限度） 
（注）長期避難世帯の特例として避難指示が解除された後、従前居住していた市町村

内に居住する世帯は、更に①、③の経費について合計金額の範囲内で 70万円
を限度に支給 

（注）他の都府県へ移転する場合は⑤～⑧それぞれの限度額の 1/2 

（2）支給に係るその他の要件 

年収等の要件 支給限度額 

 複数世帯 単数世帯 

（年収）≦500万円の世帯 300万円 225万円 

500万円＜（年収）≦700万円の世帯 75万円 150万円 

700万円＜（年収）≦800万円の世帯 
かつ、世帯主が 60歳以上又は要援護世帯 

150万円 112.5万円 

（注）要援護世帯：心神喪失・重度知的障害者、1級の精神障害者、1，2級の身体

障害者などを構成員に含む世帯 

補助金の交付  被災者生活再建支援法人が支給する支援金の 2分の 1に相当する額を国が補助 
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〔 条例・協定等 〕 

○ 資料 15 上川町防災会議条例 

 

上川町防災会議条例 

昭和 37年 12月 17日 

条例第 21号 

改正 昭和 38年 10月 28日条例第 29号 

昭和 51年６月 18日条例第 24号 

平成 12年１月 26日条例第２号 

平成 18年６月 22日条例第 26号 

平成 20年５月 22日条例第 20号 

平成 25年４月１日条例第７号 

 

（目的） 

第１条 この条例は、災害対策基本法（昭和 36年法律第 223号）第 16条第６項の規定に基づき、

上川町防災会議（以下「防災会議」という。）の所掌事務及び組織を定めることを目的とす

る。 

 

（所掌事務） 

第２条 防災会議は、次の各号に掲げる事務をつかさどる。 

(1) 上川町地域防災計画を作成及びその実施を推進すること。 

(2) 町長の諮問に応じて上川町の地域に係る防災に関する重要事項を審議すること。 

(3) 前号に規定する重要事項に関し、町長に意見を述べること。 

(4) 水防法（昭和 24年法律第 193号）第 32条第１項の水防計画その他水防に関し重要な事項

を調査審議すること。 

(5) 前各号に掲げるもののほか、法律又はこれに基づく政令によりその権限に属する事務 

 

（会長及び委員） 

第３条 防災会議は、会長及び委員をもつて組織する。 

２ 会長は、町長をもつて充てる。 

３ 会長は、会務を総理する。 

４ 会長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員がその職務を代理する。 

５ 委員は、次の各号に掲げる者をもつて充てる。 

(1) 指定行政機関又は指定地方行政機関のうちから町長が任命する者 

(2) 北海道の知事の部門の職員のうちから町長が任命する者 

(3) 北海道警察の警察官のうちから町長が任命する者 

(4) 町長がその部門の職員のうちから指名する者 
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(5) 教育長 

(6) 消防機関のうちから町長が任命する者 

(7) 指定公共機関又は指定地方公共機関の職員のうちから町長が任命する者 

(8) 公共的団体の職員のうちから町長が任命する者 

(9) 自主防災組織を構成する者又は学識経験のある者のうちから町長が任命する者 

６ 委員の定数は、27人以内とする。 

７ 委員の任期は２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、その前任者の残任期間とする。 

８ 委員は、再任されることができる。 

 

（専門委員） 

第４条 防災会議は、専門の事項を調査させるため、専門委員を置くことができる。 

２ 専門委員は、関係地方行政機関の職員、北海道の職員、町の職員、関係指定公共機関の職員、

関係指定地方公共機関の職員及び学識経験のある者のうちから町長が任命する。 

３ 専門委員は、当該専門の事項に関する調査が終了したときは、解任されるものとする。 

 

（議事等） 

第５条 前各条に定めるもののほか、防災会議の議事その他防災会議の運営に関し必要な事項は、

会長が防災会議に諮つて定める。 

 

附 則 

この条例は、昭和 37年 12月８日から施行する。 

附 則（昭和 38年 10月 28日条例第 29号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和 51年６月 18日条例第 24号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成 12年１月 26日条例第２号） 

１ この条例は、平成 12年４月１日から施行する。 

２ 上川町水防協議会条例（昭和 63年条例第４号）は、廃止する。 

附 則（平成 18年６月 22日条例第 26号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成 20年５月 22日条例第 20号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成 25年４月１日条例第７号） 

この条例は、公布の日から施行する。 
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○ 資料 16 上川町防災会議運用規程 

 

上川町防災会議運営規程 

 

昭和 40年４月９日 

上川町規程第６号 

改正 平成 19年３月 30日規程第３号 

平成 21年 10月１日規程第８号 

 

（趣旨） 

第１条 上川町防災会議（以下「防災会議」という。）の運営について、災害対策基本法（昭和 36

年法律第 223号）災害対策基本法施行令（昭和 37年政令第 288号）および上川町防災会議条

例（昭和 37年条例第 21号）に定めるもののほか、この規程の定めるところによる。 

 

（会長の職務代理） 

第２条 防災会議の会長（以下「会長」という。）に事故があるときは防災会議委員（以下「委員」

という。）である上川町副町長がその職務を代理する。 

 

（防災会議の招集） 

第３条 防災会議は、会長が招集する。 

２ 委員は、必要があると認めるときは、会長に対して、防災会議の招集を求めることができる。 

 

（議事） 

第４条 防災会議は、委員の過半数が出席しなければ会議を開き議決することはできない。 

 

（委員の異動報告） 

第５条 上川町防災会議条例第３条第５項第１号、第２号および第７号が委員の異動等により変更

のあつた場合は、当該委員の後任者は、その職、氏名および異動年月日を直ちに会長に報告しな

ければならない。 

 

（会長への委任） 

第６条 この規程に定めるもののほか、必要な事項は、会長が定める。 

 

附 則 

この規程は、昭和 40年４月９日より適用する。 

附 則（平成 19年３月 30日規程第３号） 

この規程は、平成 19年４月１日から施行する。 

附 則（平成 21年 10月１日規程第８号） 

この規程は、公布の日から施行する。 
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○ 資料 17 上川町災害対策本部条例 

 

上川町災害対策本部条例 

昭和 38年 10月 28日 

上川町条例第 28号 

改正 平成 21年３月 16日条例第３号 

平成 25年４月１日条例第８号 

 

（目的） 

第１条 この条例は、災害対策基本法（昭和 36年法律第 223号）第 23条の２第８項の規定に基づ

き、上川町災害対策本部に関し必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（組織） 

第２条 災害対策本部長は、災害対策本部の事務を総括し、所部の職員を指揮監督する。 

２ 災害対策副本部長は、災害対策本部長を助け災害対策本部長に事故があるときはその職務

を代理する。 

３ 災害対策本部員は、災害対策本部長の命を受け、災害対策本部の事務に従事する。 

 

（部） 

第３条 災害対策本部長は、必要と認めるときは、災害対策本部に部を置くことができる。 

２ 部に属すべき災害対策本部員は災害対策本部長が指名する。 

３ 部に部長を置き災害対策本部長の指名する本部員がこれに当たる。 

４ 部長は部の事務を掌理する。 

 

（雑則） 

第４条 前各条に定めるもののほか、災害対策本部に関し必要な事項は災害対策本部長が定める。 

 

附 則 

この条例は、昭和 38年 11月１日から施行する。 

附 則（平成 21年３月 16日条例第３号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成 25年４月１日条例第８号） 

この条例は、公布の日から施行する。 
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○ 資料 18 災害情報等報告取扱要領 

 

市町村長は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合、次に定めるところにより災害情報

及び被害状況報告（以下「災害情報等」という。）を所轄総合振興局長又は振興局長に報告するも

のとする。 

１ 報告の対象 

災害情報等の報告の対象は、おおむね次に掲げるものとする。 

(１) 人的被害、住家被害が発生したもの。 

(２) 災害救助法の適用基準に該当する程度のもの。 

(３) 災害に対し、国及び道の財政援助等を要すると思われるもの。 

(４) 災害が当初軽微であっても、今後拡大し、発展するおそれがある場合、又は広域的な災害で

当該市町村が軽微であっても総合振興局又は振興局地域全体から判断して報告を要すると認め

られるもの。 

(５) 地震が発生し、震度４以上を記録したもの。 

(６) 災害の状況及びそれが及ぼす社会的影響等からみて、報告の必要があると認められるもの。 

(７) その他特に指示があった災害。 

２ 報告の種類及び内容 

(１) 災害情報 

災害が発生し、又は発生するおそれがある場合は、別表１の様式により速やかに報告すること。

この場合、災害の経過に応じ把握した事項を逐次報告すること。 

(２) 被害状況報告 

被害状況報告は、次の区分により行うものとする。 

ただし、指定行政機関及び指定公共機関の維持管理する施設等（住家を除く)については除くも

のとする。 

ア 速報 

被害発生後、直ちに別表２の様式により件数のみ報告すること。 

イ 中間報告 

被害状況が判明次第、別表２の様式により報告すること。 

なお、報告内容に変更を生じたときは、その都度報告すること。 

ただし、報告の時期等について特に指示があった場合はその指示によること。 

ウ 最終報告 

応急措置が完了した後、15日以内に別表２の様式により報告すること。 

(3) その他の報告 

災害の報告は、(1)及び(2)によるほか、法令等の定めに従い、それぞれ所要の報告を行うもの

とする。 

３ 報告の方法 

(1) 災害情報及び被害状況報告（速報及び中間報告）は、電話又は無線等により迅速に行うもの

とする。 
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(2) 被害状況報告のうち最終報告は、文書により報告するものとする。 

総合振興局又は振興局においては、管内市町村分を別表３の集計表によりとりまとめ、道（危

機対策課）に報告するものとし、市町村から報告のあった別表２の写を添付するものとする。 

４ 被害状況判定基準 

被害状況の判定基準は、別表４のとおりとする。  
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別表４ 
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○ 資料 19 北海道災害対策現地合同本部設置要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、災害対策現地合同本部（以下「現地合同本部」という。）の組織及び運営に

関し、必要な事項を定めるものとする。 

 

（設置） 

第２条 現地合同本部は、大規模な災害が発生した際に、防災機関が相互に協議し、現地において

災害対策を連携し行うことが必要なときに設置するものとする。 

２ 現地合同本部設置された場合は、知事は、防災関係機関の長に対し、本部員の派遣を要請す

るものとする。 

３ 派遣要請を受けた防災機関の長は、当該機関の役員及び職員のうちから本部員を指名し、現

地合同本部に常駐させるものとする。 

４ 災害状況等により必要な場合は、災害発生地域の防災関係機関による地方災害対策現地合同

本部（以下、現地合同本部という。）を設置することができるものとする。 

５ 現地合同本部及び地方現地合同本部（以下、現地本部等という。）には、必要に応じて班を

置くことができるものとする。 

 

（任務） 

第３条 現地合同本部等は、次に掲げる事項を相互に協議し、処理するものとする。 

(１) 災害に関する情報収集に関すること。 

(２) 災害対策の連絡、調整及び実施に関すること。 

(３) 被災者の救助・救出方法に係る検討、調整及び実施に関すること。 

(４) 被災者の応急措置及び被災者家族等のケアの調整に関すること。 

(５) 災害に関する広報及び関係者に対する状況説明の調整に関すること。 

(６) その他必要な事項について調整を図ること。 

 

（現地合同本部の組織） 

第４条 現地合同本部は、本部長、副本部長、班長及び本部員をもって組織する。 

２ 現地合同本部の本部長は、北海道の職員の内から知事が指名する職員をもって充てる。 

３ 副本部長及び班長は、本部長が北海道防災会議構成機関との速やかに調整の上、本部員の内

から指名する者をもって充てる。 

４ 本部員は、知事が北海道の職員のうちから指名したもの及び防砂関係機関の長が該当機関の

役員及び職員のうちから指名したものをもって充てる。 

 

（地方現地合同本部の組織） 

第５条 地方現地合同本部は、本部長、副本部長、班長及び本部員をもって組織する。 

２ 地方現地合同本部の本部長は、災害地域を所管する支庁の職員のうちから、知事が指名する
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職員をもって充てる。 

３ 副本部長及び班長は、本部長が支庁地域災害対策連絡協議会構成機関と速やかに調整の上、

本文のうちから指名するものをもって充てる。 

４ 本部員は、該当地域の支庁長（地方部局長）が指名した職員及び防災関係機関の長が指名し

た当該地域を所管する出先期間等の役員及び職員をもって充てる。 

 

（情報伝達系統等） 

第６条 現地合同本部等の設置に関する情報伝達系統及び現地合同本部等の業部分担は、別紙のと

おりとする。 

 

（非常災害現地対策本部との連携） 

第７条 国の非常災害現地対策本部が設置された際は、これと連携し、一体的に活動するものとす

る。 

 

（雑則） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、現地合同本部の運営等に関し必要な事項は別に定める。 

 

現地合同本部等の業務分担（別紙） 

班 担 当 内 容 主な担当機関 

総務班 総務担当 現地合同対策本部の庶務 
北海道、市町村、通信関係機関、施設管理
者 

 調整担当 関係機関の調整（応援・協力の要請） 北海道、市町村、気象台 

住民対応班  被災家族への対応等 北海道、市町村、施設管理者 

広報班  報道対応、住民への情報提供 
北海道、市町村、防災関係機関、施設管理
者 

医療班 応急措置対応 被災者のトリアージ、応急処置等 北海道、消防、医師会、日赤 

 健康管理対応 被災者家族の健康管理・対応等 北海道、市町村、医師会、日赤 

救助救出班  救助救出方法の検討、調整、実施 
警察、消防、施設管理者、市町村 
（自衛隊、海上～派遣があった場合） 

警備班  被災現場の交通規制、立入制限等 警察、施設管理者、市町村 

応急対策班  災害応急措置等 
北海道、市町村、防災関係機関、施設管理
者（自衛隊、海上～派遣があった場合） 

※施設管理者は、事故災害の場合のみ 
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○ 資料 20 北海道災害危険区域現地調査実施置要領 

１ 目的 

総合振興局又は振興局協議会は、この要領に基づき現地調査を通じ、災害危険区域の把握を行

い災害を未然に防止することを目的とする。 

２ 調査の方法 

総合振興局又は振興局協議会は、市町村防災会議の協力を得て、別に定める調査基準に従い災

害危険区域を調査し、把握するものとする。 

３ 調査対象区域 

(１) 水防区域 

降雨、融雪等で河川が増水し、河川の溢流、堤防の決壊等により災害が予測され、警戒を要

する区域 

(２) 高波・高潮・津波等危険区域 

海岸地域で。高波・高潮・津波等により災害が予測され、警戒を要する区域 

(３) 市街地における低地帯の浸水予想区域 

大雨、河川の逆流等により市街地の低地帯で浸水が予測される区域 

(４) 地すべり・崖崩れ等危険地域 

降雨、地質等が原因で土砂崩れ、地すべり等により災害が予想され、警戒を要する区域 

(５) 土石流危険渓流 

降雨、地質等が原因で土砂崩れ、地滑り等により災害が予想され、警戒を要する区域 

(６) 土石流危険渓流 

降雨、地質等が原因で、土石流により災害が予想され、警戒を要する区域 

４ 調査事項 

調査は、次に掲げる事項について行う。 

(１) 危険区域の現況 

(２) 予想される被害の規模 

(３) 法律等における指定状況との関連 

(４) 防災関係機関における整備計画 

５ 調査実施の期間 

調査は、融雪出水期前、台風来襲期、その他異常な自然現象、題意規模災害発生のおそれのあ

る時期等において、防災上必要と認められる場合に行う。 

６ 調査結果の取り扱い 

(１) 総合振興局又は振興局協議会は、現地調査完了後すみやかに道防災会議会長に報告するもの

とする。 

(２) 市町村防災会議は、災害危険区域を市町村地域防災計画に明示し、災害時の避難計画等に反

映するものとする。 

(３) 防災関係機関は、治山治水計画、災害発生防止計画、その他必要とする事業計画の実施につ

いて配慮するものとする。 
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○ 資料 21 北海道雪害対策実施要綱 

 

第１ 目的 

この要綱は、北海道地域防災計画の定めるところにより、大雪、暴風雪及びなだれ等の災害（以

下「雪害」という。）に対処するため、防災関係機関の実施事項を定めるとともに、市町村との連

携を図り、雪害対策の総合的な推進を図ることを目的とする。 

第２ 防災会議の体制 

１ 連絡部の設置 

雪害に関する予防対策及び応急対策の円滑な実施を図るため、北海道防災会議に次の機関で構

成する「北海道雪害対策連絡部」（以下「連絡部」という。）を設置する。 

北海道開発局、北海道農政事務所、北海道運輸局、札幌管区気象台、陸上自衛隊北部方面総監

部北海道警察本部、北海道、公益財団法人北海道消防協会、全国消防長会北海道支部、東日本高

速道路株式会社北海道支社、北海道旅客鉄道株式会社、日本貨物鉄道株式会社北海道支社、日本

放送協会札幌放送局、東日本電信電話株式会社北海道支店、日本赤十字社北海道支部、北海道電

力株式会社 

２ 設置期間   

11月１日から３月31日まで 

３ 連絡部の任務   

連絡部の任務は、次のとおりとする。 

(１)雪害に関する各種情報の収集等 

(２)雪害対策における関係機関相互の緊密な連絡調整及び迅速な情報の交換 

(３)雪害に対処するための除雪機械等に関する資料の収集 

(４)雪害時における定時報告 

9時  13時  17時 

(５)その他雪害対策に必要な事項 

４ 連絡部の招集 

連絡部の招集は、雪害に関する気象等警報・注意報並びに情報等が発表され、事務局が札幌管

区気象台と協議して、必要と認めたときに行う。 

また、事務局は必要に応じて、雪害による交通障害対策に迅速かつ的確に当たるため、連絡部

関係機関の職員の招集を求めることができる。 

５ 連絡部の運営 

連絡部は、連絡部を構成する機関の職員のうちから、当該機関の長が指名する職員をもって運

営する。 

連絡部の事務局は、北海道総務部危機対策局危機対策課内に置く。 

第３ 対策実施目標 

雪害対策の期間及び実施目標は、次のとおりとする。 

１ 第一次目標 
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(1)期間 11月～12月中旬 

(2)目標 除雪機械車両等の整備点検 

２ 第二次目標 

(1)期間 12月～３月 

(2)目標 豪雪等雪害に対処する除雪･排雪の推進 

第４ 防災関係機関の予防対策 

１ 気象観測及び情報収集 

(1)札幌管区気象台 

札幌管区気象台は、必要と認める場合は観測資料及び雪害に関係のある警報、注意報並びに

情報等を連絡部に通報する。 

また、気象官署及びアメダスで観測した積雪について、12月20日から翌年４月10日までの毎

日、積雪速報を作成し、札幌管区気象台のホームページに掲載することをもって通報に代える。 

なお、積雪の状況等により北海道総務部危機対策局危機対策課と協議して、開始日及び終了

日を変更することがある。 

(2)北海道開発局 

北海道開発局は、事務所及び事業所等で観測する積雪状況等を把握し、その状況により災害

の発生が予想される場合は、連絡部へ通報する。 

(3)北海道旅客鉄道株式会社及び日本貨物鉄道株式会社北海道支社 

北海道旅客鉄道株式会社及び日本貨物鉄道株式会社北海道支社（以下「北海道旅客鉄道株式

会社等」という。）は、駅等で観測する積雪状況を把握し、その状況により列車ダイヤに大き

な支障が予想される場合は、連絡部へ通報する。 

(4)北海道 

北海道は出張所等で観測する積雪状況等を把握し、その状況により災害が予想される場合は、

連絡部へ通報する。 

また、関係機関及び民間企業や地域住民等から地域的な異常気象の情報等の提供を受け、そ

の状況により災害の発生が予想される場合は、連絡部へ通報する。 

(5)東日本高速道路株式会社北海道支社 

東日本高速道路株式会社北海道支社は、事務所及び事業所等で気象監視用カメラ等で把握し

た積雪状況等により災害の発生が予想される場合は、連絡部へ通報する。 

２ 交通、通信、送電及び食料の確保 

(1)北海道開発局 

北海道開発局が管理する道路で冬期間24時間体制で除雪作業を行い交通の確保を保つ。 

(2)北海道 

北海道が管理する道路で冬期間除雪を行い、除雪作業による交通確保目標は路線の区分に応

じて次のとおりである。 

なお、夜間除雪を実施しない区間には、看板を設置し、夜間除雪未実施についての周知に努

める。 
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種 類 標準交通量 除  雪  目  標 

第１種 1,000 台/日以上 

 ２車線以上の幅員確保を原則とし、異常な降雪時以外は交
通を確保する。 

 異常降雪等においては、極力２車線確保を図る。 

第２種 
300 台/日以上 

1,000 台/日未満 

 ２車線(5.5m)以上の幅員確保を原則とし、夜間除雪は実施
しない。 

 異常降雪等においては、極力１車線以上の確保を図る。 

第３種 300 台/日未満 

 ２車線幅員を確保することを原則とし、夜間除雪は実施し
ない。状況によっては１車線(4.0m)幅員で待避所を設ける。 

 異常降雪時においては、一時通行止めとすることもやむを
得ないものとする。 

 

(3)東日本高速道路株式会社北海道支社 

東日本高速道路株式会社北海道支社が管理する道路で冬期間24時間体制で除雪作業を行い交

通の確保を保つ。 

(4)北海道警察本部 

北海道警察本部は、雪害による交通の混乱を防ぐため、必要により道路管理者と協議のうえ

通行の禁止、制限等の措置を講ずるものとする。 

(5)北海道旅客鉄道株式会社等 

北海道旅客鉄道株式会社等は、雪害による列車ダイヤに支障を来さないよう除雪に努めるも

のとする。なお、雪害時においては、通勤、通学及び緊急必需物資の輸送に重点を置くものと

する。 

(6)東日本電信電話株式会社北海道支店 

東日本電信電話株式会社北海道支店は、雪害により電気通信に支障を来さないよう必要な措

置を講ずるものとする。 

(7)北海道電力株式会社 

北海道電力株式会社は、着氷雪、風圧及び荷重に耐える設備の増強を図り、雪害により送電

に支障を来さないよう努めるものとする。 

(8)北海道農政事務所 

北海道農政事務所は、応急用食料の調達･供給に関する連絡調整等を行うものとする。 

(9)北海道運輸局 

北海道運輸局は、雪害時における旅客及び貨物の円滑な輸送の確保に努めるものとする。 

３ なだれ防止対策 

住民に被害を及ぼすおそれのある、なだれ発生予防箇所を地域住民に周知させるため、関係

機関は、自己の業務所管区域のなだれ発生予想箇所に、標示板による標示を行う等の措置を講

ずるものとする。 

(1)北海道開発局 

北海道開発局は、なだれ発生の可能性が想定される箇所について、随時パトロールを実施す

るとともに、必要に応じてなだれ防止柵設置等の整備に努めるものとする。 
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(2)北海道 

北海道は、標示板による標示を行うほか、なだれ発生予防箇所の巡視を強化するものとする。 

(3)北海道旅客鉄道株式会社等 

北海道旅客鉄道株式会社等は、なだれの発生が予想される地点に、防護柵を設置する等の防

災設備の増加に努めるとともに、状況に応じ線路警戒運転規制を実施し、列車運転の安全を期

するものとする。 

４ 排 雪 

道路管理者は、排雪に伴う雪捨場の設定に当たっては、特に次の事項に留意するものとする。 

(1)雪捨場は、交通に支障のない場所を設定すること、やむを得ず道路側面等を利用する場合は、

車両の待避場を設ける等交通の妨げにならないよう配意するものとする。 

(2)河川等を利用し、雪捨場を設定する場合は、河川の流下能力の確保に努め、溢水災害等の発

生防止に十分配意するものとする。 

５ 住民への啓発 

連絡部の各機関は、日ごろからそれぞれの立場において、又は関係機関と連携･協力して雪害

による被害防止に関する情報を住民に対し周知･啓発することに努めるものとする。 

第５ 防災関係機関の警戒体制 

１ 北海道開発局 

(1)北海道開発局は、気象官署の発する気象等警報・ 注意報並びに情報等や現地指定観測所の

情報等を勘案し、必要と認める場合は、北海道開発局防災対策事務規程の定める体制に入ると

ともに、自己の管理する地域の状況の把握に努めるとともに、市町村に対し、積極的な防災支

援を講ずるものとする。 

(2)雪害の発生が予想されるときは、必要により通行禁止、制限等の通行規制を行う等所要の対

策を講ずるものとする。 

２ 北海道 

(1)北海道は、気象官署の発する気象等警報・注意報並びに情報等や現地指定観測所の情報等を

勘案し、必要と認める場合は、北海道地域防災計画に定める非常配備体制に入るとともに、道

関係出先機関に対し警戒体制を指示するものとする。 

なお、状況に応じ自己の管理する地域へ連絡員を派遣し、状況の把握に努めるとともに、市

町村に対し、積極的な防災支援を講ずるものとする。 

(2)雪害の発生が予想されるときは、必要により通行禁止、制限等の通行規制を行う等所要の対

策を講ずるものとする。 

(3)雪害の発生が予想される場合は、必要によりＮＨＫ及び関係報道機関に対して住民に向けた

注意喚起等の放送要請等、所要の対策を講ずるものとする。 

３ 東日本高速道路株式会社北海道支社 

東日本高速道路株式会社北海道支社は、気象官署の発する気象等警報・注意報並びに情報等

や現地気象観測所の情報並びに現地巡回等の情報等を勘案し、必要と認める場合は東日本高速

道路㈱北海道支社雪氷対策要領に定める体制に入り交通の確保に努めるものとする。 

４ 北海道警察本部 
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北海道警察は、雪害の発生が予想されるときは、北海道警察災害警備計画に定める体制を整

えるものとし、必要により道路管理者と協議の上、通行の禁止、制限等所要の対策を講ずるも

のとする。 

５ 北海道旅客鉄道株式会社等 

北海道旅客鉄道株式会社等は、雪害の発生が予想されるときは、警戒体制に入り、その状況

により、除雪に要する人員の確保、運転規制等を実施するものとする。 

６ 東日本電信電話株式会社北海道支店 

東日本電信電話株式会社北海道支店は、雪害の発生が予想されるときは、警戒体制に入り、

その状況により、巡視点検、安全上必要な防護、要員の配置等を実施し、電気通信の確保に努

めるものとする。 

７ 北海道電力株式会社 

北海道電力株式会社は、雪害の発生が予想されるときは、当該管轄地域毎に警戒体制に入り、

状況により臨時巡視するとともに、既に配備済の復旧資器材の点検、整備及び人員の確保等に

努めるものとする。 

８ ＮＨＫ及び関係報道機関 

ＮＨＫ及び関係報道機関は、雪害に関する情報を積極的に報道し、一般住民の雪害に対する

注意喚起及び緊急時の避難等について所要の報道体制を整えるものとする。 

９ その他の機関 

その他の機関は、それぞれの立場において雪害発生時における応急措置の体制を整えるもの

とする。 

第６ 避難救出措置等 

１ 北海道 

(1)雪害の発生により応急対策を実施する場合は、当該市町村と緊密な連絡をとり、北海道地域

防災計画の定めるところにより、避難、救出、給水、食糧供給及び防疫等に万全の措置を講ず

るものとする。 

(2)雪害の状況により必要があると認める場合は、自衛隊の災害派遣を要請するものとする。 

２ 北海道警察本部 

(1)雪害により住民の生命身体に危険が及ぶことが予想されるときは、自主避難を勧めるととも

に、急を要するときで、市町村長が避難の指示が出来ないと認めるとき、又は、市町村長から

要請のあったときは、避難を指示して誘導するものとする。 

(2)雪害による被害者の救出、行方不明者の捜索を実施するものとする。 

第７ 災害対策本部の措置等 

雪害により防災関係機関が災害対策本部を設置したときは、連絡部にその状況を通報するも

のとする。連絡部は、その状況を他の防災関係機関に連絡し、災害対策の一本化を図るものと

する。 

第８ 総合振興局・振興局協議会の体制 

総合振興局・振興局協議会は、本要綱に準じ、雪害対策地方連絡部を設置する等、雪害に対

処する所要の措置を講ずるとともに管下市町村における雪害対策の積極的な指導を実施するも



54 

 

のとする。 

第９ 市町村の体制 

市町村は、雪害対策を積極的に実施するため、本要綱に準じ、所要の対策を講ずるとともに、

特に次の事項につき十分留意するものとする。 

１ 雪害対策の体制及び窓口を明確にすること。 

２ 雪害情報の連絡体制を確立すること。 

３ 災害警戒区域等の警戒体制を確立すること。 

４ 積雪における消防体制を確立すること。 

５ 雪害発生時における避難、救出、給水、食料供給及び防疫等の応急措置の体制を整えること。 

６ 孤立予想地域に対しては、次の対策を講ずること。 

(1)食料の供給対策 

(2)医療助産対策 

(3）応急教育対策 

７ 除雪機械、通信施設の整備点検を行うこと。 

８ 雪捨場の設定に当たっては、交通障害及び溢水災害等の発生防止について十分な配慮をする

こと。 
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○ 資料 22 北海道融雪災害対策実施要綱 

 

第１ 目的 

この要綱は、北海道地域防災計画の定めるところにより融雪災害に対処する防災関係機関の

実施事項を定めるとともに、市町村との連携を図り、融雪災害対策の総合的な推進を図ること

を目的とする。 

第２ 防災会議の体制 

１ 連絡部の設置 

融雪災害に関する予防対策及び応急対策の円滑な実施を図るため、北海道防災会議に次の機

関で構成する｢北海道融雪災害対策連絡部｣(以下｢連絡部｣という。）を設置する。 

北海道開発局、北海道運輸局、札幌管区気象台、陸上自衛隊北部方面総監部、北海道警察本

部、北海道、公益財団法人北海道消防協会、全国消防長会北海道支部、東日本高速道路株式会

社北海道支社、東日本電信電話株式会社北海道支店、日本放送協会札幌放送局、電源開発株式

会社北海道支店、北海道旅客鉄道株式会社、日本貨物鉄道株式会社北海道支社、北海道電力株

式会社 

２ 設置期間 

3月15日から6月15日まで 

３ 連絡部の任務 

(1) 融雪災害対策に関する各種情報の収集 

(2) 融雪災害対策に関する関係機関相互の連絡調整及び情報交換 

(3) 融雪災害時における定時報告9時、13時、17時 

(4) その他融雪災害対策に必要な事項 

４ 連絡部の招集 

連絡部は、北海道防災会議常任幹事である北海道総務部危機対策局危機対策課長が必要と認

めた場合に招集する。 

５ 連絡部の運営 

連絡部は、連絡部を構成する機関のうちから、当該機関の長が指名する職員をもって運営する。 

連絡部の事務局は、北海道総務部危機対策局危機対策課内に置く。 

第３ 予防対策 

１ 気象情報及び積雪状況の把握 

(1) 札幌管区気象台は、積雪状況等の観測資料及び融雪災害に関する気象等警報・注意報並び

に情報等を連絡部及び関係機関に通報するものとする。 

また、気象官署及びアメダスで観測した積雪について、3月15日から4月10日までの毎日、

積雪速報を作成し、札幌管区気象台のホームページに掲載することをもって通報に代える。

なお、積雪の状況等により北海道総務部危機対策局危機対策課と協議して、終了日を変更す

ることがある。 

(2) 北海道旅客鉄道株式会社は、所属の観測所が観測した積雪に関する情報等を随時気象官署
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に通報するものとする。また、道路管理者は、パトロール等により確認した積雪・融雪に関

する情報等について、必要に応じ気象官署に通報するものとする。 

(3) 連絡部は、積雪状況及び融雪状況を把握するため、随時現地調査を実施するほか、必要と

認める場合は、航空査察を実施するものとする。 

２ 融雪出水対策 

(1) 北海道開発局及び北海道は、融雪出水期における警戒地域を調査して連絡部に通報すると

ともに、関係市町村等と事前に予防対策を樹立し、常に警戒に当たるものとし、水防用資器

材及び通信機材の整備点検を行うものとする。 

(2) 河川管理者は、河川が融雪、結氷、捨雪及びじんかい等により河道が著しく狭められ出水

による災害が予想される場合は、融雪出水前に河道内の除雪、結氷の破砕等障害物の除去に

努め、あわせて、樋門、樋管等河川管理施設の整備点検を十分行うとともに、堰、水門等河

川工作物の管理者並びに河川の上流部に集積している木材の搬出等について関係者に指導を

行い、流下能力の確保を図るものとする。 

(3) ダム、貯水池等(以下｢ダム等｣という。）水防上重要な施設の管理者(以下｢ダム管理者等｣

という。)は融雪出水前に管理施設の整備点検を十分行うとともに、ダム等の放流を行う場合

は、ダム等操作規則等に基づき下流に急激な水位の変動を生じないよう留意し、関係機関及

び地域住民への伝達が的確かつ迅速に行われるよう、通報体制の確立を図るものとする。 

３ なだれ等対策 

(1) 道路管理者は、なだれ発生の可能性が想定される箇所について、パトロールを行うととも

に、地域住民、生徒、児童及びドライバーに対し、新聞、テレビ、ラジオ等を利用して広報

活動を積極的に行うものとする。 

また、気象情報を把握し、なだれの発生が予想される場合は、関係機関との緊密な連絡を

保ち、迅速に当該道路の通行規制等の措置を講ずるものとする。 

(2) 北海道旅客鉄道株式会社及び日本貨物鉄道株式会社北海道支社は、常になだれの発生が予

想される地点の状況の把握に努め、状況に応じ線路警戒、運転規制を実施し、列車の安全運

転を期するものとする。 

(3) 関係防災機関は、融雪期に警戒が必要ながけ崩れ及び地すべり等について、日ごろから市

町村等と連携して住民に対する啓発に努めるとともに必要な措置を講ずるものとする。 

４ 交通の確保 

道路管理者は、積雪、捨雪及びじんかい等により道路側溝の機能が低下し、溢水災害が発生

するのを防止するため、融雪出水前に道路側溝内の障害物の除去に努め、排水能力の確保を図

るものとする。 

５ 通信及び送電の確保 

東日本電信電話株式会社北海道支店及び北海道電力株式会社は、融雪出水及びなだれにより

電気通信及び送電に支障を来さないよう十分配慮するものとする。 

６ 広報活動 

(1) 防災関係機関は、融雪出水に際し、住民の水防に対する協力が十分得られるよう、あらゆ

る広報媒体を通じ、水防思想の普及徹底に努めるものとする。 
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(2) 日本放送協会札幌放送局及び関係報道機関は、融雪に関する情報を積極的に報道し住民の融

雪出水、なだれ等に関する注意を喚起し、緊急時の避難等について、所要の報道体制を整え

るものとする。 

第４ 応急対策 

１ 防災関係機関の措置 

防災関係機関は、融雪出水、なだれ等による災害が発生した場合は、直ちにその状況を連絡

部に通報するとともに関係機関と緊密な連携を保ち、所要の措置を講ずるものとする。 

２ 避難・救出等の措置 

(1) 北海道は、融雪災害の発生により応急対策を実施する場合は、当該市町村と緊密な連絡をと

り北海道地域防災計画の定めるところにより避難、救出、給水、食料供給及び防疫等に万全の

措置を講ずるものとし、災害の態様により必要と認める場合は、自衛隊の災害派遣を要請する

ものとする。 

(2) 北海道警察本部は、融雪、なだれ、がけ崩れ及び地すべり等の災害により住民の生命、身体

に危険が及ぶことが予想されるときは、自主避難を勧めるとともに急を要するときで市町村長

の指示ができないと認めるとき、又は市町村長からの要請があったときは避難を指示して誘導

するものとする。 

第５ 災害対策本部の設置等 

融雪災害により防災関係機関が災害対策本部を設置したときは、連絡部にその状況を通報す

るものとする。連絡部は、その状況を他の防災関係機関に連絡し、災害対策の一本化を図るも

のとする。 

第６ 総合振興局・振興局地域災害対策連絡協議会の体制 

総合振興局・振興局地域災害対策連絡協議会は、本要綱に準じ、融雪災害対策地方連絡部を

設置するなど、融雪災害に対処する所要の措置を講ずるとともに、管下市町村における融雪災

害対策の積極的な指導を行うものとする。 

第７ 市町村の体制 

市町村は、融雪災害対策を積極的に実施するため、本要綱に準じ所要の措置を講ずるととも

に、特に次の事項に十分留意するものとする。 

１ 融雪災害対策の体制及び窓口を明確にすること。 

２ 気象情報及び融雪状況の把握に努め、連絡体制を確立すること。 

３ 融雪出水、なだれ、がけ崩れ、地すべり発生予想箇所の警戒体制を確立すること。 

４ 融雪出水前に河道内の除雪、結氷の破砕等障害物の除去に努め、流下能力の確保を図ること。 

５ 融雪災害時に適切な避難勧告･指示ができるようにしておくこと。 

６ 災害の発生又は発生のおそれのある場合における連絡体制及び出動体制並びに避難・救助体

制を確立すること。 

７ 水防資器材、通信連絡施設の整備点検を行うこと。 

８ 道路側溝及び排水溝などの流下能力確保のため、住民協力による氷割デー、河道清掃デー等

の設定に努めること。 

９ 融雪出水に際し、住民の水防に対する協力が得られるよう、水防思想の普及徹底に努めること。 
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○ 資料 23 北海道消防防災ヘリコプター応援協定 
 

（目的） 

第 1 条 この協定は、北海道内の市町及び消防の一部事務組合（以下「市町等」という。）が、

災害による被害を最小限に軽減するため、北海道の所有する消防防災ヘリコプター（以下「消

防防災ヘリコプター」という。）の応援を求めることに関し、必要な事項を定めることを目的

とする。 

 

（災害の範囲） 

第 2条 この協定において「災害」とは、消防組織法（昭和 22年法律第 226号）第 1条に規定

する災害をいう。 

 

（応援要請等） 

第 3条 災害が発生した市町等（以下「発災市町等」という。）の長は、次のいずれかに該当し、

消防防災ヘリコプターによる活動を必要と判断する場合に、北海道知事（以下「知事」とい

う。）に対して、この協定に基づき応援要請を行うものとする。 

(1) 発災市町等の消防力によっては災害防止が著しく困難な場合 

(2) 災害が、隣接する市町村に拡大し、又は影響を与えるおそれのある場合 

(3) その他消防防災ヘリコプターによる活動が最も有効と認められる場合 

2 応援要請は、北海道総務部防災消防課防災航空室に電話等により、次に掲げる事項を明らか

にして行うものとする。 

(1) 災害の種類 

(2) 災害発生の日時及び場所並びに災害の状況 

(3) 災害発生現場の気象状況 

(4) 災害現場の最高指揮者の職・氏名及び災害現場への連絡方法 

(5) 消防防災ヘリコプターが離着陸する場所及び地上支援体制 

(6) 応援に要する資機材の品目及び数量 

(7) その他必要な事項 

 

（防災航空隊の派遣） 

第 4 条 知事は、前条第 1 項の規定による消防防災ヘリコプターの応援要請を受けた場合にお

いて、災害発生現場の気象状況等を確認し飛行が可能な場合は、総務部防災消防課防災航空

室防災航空隊（以下「防災航空隊」という。）を派遣するものとする。 

2 知事は、消防防災ヘリコプターの応援要請に応じることができない場合は、その旨を速やか

に発災市町等の長に通報するものとする。 

 

（防災航空隊の隊員の指揮） 

第 5 条 前条第 1 項の規定により防災航空隊を派遣した場合において、災害現場における防災

航空隊の隊員（以下「隊員」という。）の指揮は、発災市町等の消防長が行うものとする。 

 

（消防活動に従事する場合の特例） 

第 6 条 第 3 条第 1 項の規定による応援要請に基づき隊員が消防活動に従事する場合には、発

災市町等の長からの知事への応援要請をもって、隊員を派遣している市町等の長に対し北海

道広域消防相互応援協定（以下「消防相互応援協定」という。）第 7条第 1項の規定による応
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援要請があったものとみなす。 

 

（経費負担） 

第 7条 この協定に基づく応援に要する隊員の出動に係る旅費及び諸手当並びに消防防災ヘリコプ

ターの燃料費は、消防相互応援協定第 10条の規定にかかわらず、北海道が負担するものとする。 

 

（その他） 

第 8 条 この協定に定めのない事項又は疑義を生じた事項については、その都度知事と市町等

の長とが協議して決定するものとする。 
 

附 則 

この協定は、平成 8年 7月 1日から適用する。 
 

この協定締結を証するため、本書 73通を作成し、知事及び市町等の長は、記名押印の上、そ

れぞれ 1通を保有するものとする。 
 
 

 平成 8年 6月 25日 
 

                    北海道知事   
 

                    札幌市長          
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○ 資料 24 災害時における北海道及び市町村相互の応援に関する協定 
 

北海道と各市町村の長から協定の締結について委任を受けた北海道市長会長及び北海道町村

会長は、災害時等における北海道（以下「道」という。）及び市町村相互の応援に関し、次のと

おり協定する。 
 

（趣旨） 

第１条 この協定は、道内における災害時又は武力攻撃事態、武力攻撃予測事態若しくは緊急対

処事態（以下「災害時等」という。）において、被災市町村（災害時に被災した市町村又

は国民の保護のための措置若しくは緊急対処保護措置を実施する必要のある市町村のみ

では避難、救援等の応急措置又は国民の保護のための措置若しくは緊急対処保護措置（以

下「応急措置等」という。）を十分に実施できない場合に、災害対策基本法（昭和 36年法

律第 223号）第 67条第１項及び第 68条第１項又は武力攻撃事態等における国民の保護の

ための措置に関する法律（平成 16 年法律第 112 号）第 17 条第１項及び第 18 条第１項若

しくは同法第 183条において準用する第 17条第１項及び第 18条第１項の規定に基づく道

及び市町村相互の応援（以下「応援」という。）を円滑に遂行するために必要な事項を定

めるものとする。 

 

（応援の種類） 

第２条 応援の種類は、次に掲げるとおりとする。 

（１）食料、飲料水及び生活必需物資並びにこれらの供給に必要な資機材の提供及びあっせん 

（２）被災者等（避難住民並びに災害、武力攻撃災害及び緊急対処事態における災害の被災者

をいう。以下同じ。）の救出、医療及び防疫、施設の応急措置等に必要な資機材、物資の

提供及びあっせん 

（３）避難、救援及び救出活動等に必要な車両等の提供及びあっせん 

（４）避難、救援、救護、救助活動及び応急措置等に必要な職員の派遣 

（５）被災者等の一時収容のための施設の提供及びあっせん 

（６）前各号に定めるもののほか、特に要請のあった事項 

 

（地域区分） 

第３条 応援の円滑な実施を図るため、市町村を別表の支庁地域に区分するものとする 

 

（道の役割） 

第４条 道は、市町村の処理する防災及び国民保護に関する事務又は業務の実施を支援するとと

もに、市町村との連絡調整、情報交換等につき総合調整を果たすものとする。 

 

（連絡担当部局） 

第５条 道及び市町村は、必要な情報等を相互に交換することなどにより応援の円滑な実施を図

るため、予め連絡担当部局を定めるものとする。 

 

（応援の要請の区分） 

第６条 応援の要請は、被災市町村の長から知事又は他の市町村の長に対し、災害の規模等に応

じて次に掲げる区分により行うものとする。 

（１）第１要請 被災市町村の長が当該支庁地域内の市町村の長に対して行う応援の要請 

（２）第２要請 被災市町村の長が他の支庁地域の市町村の長に対して行う応援の要請 
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（３）第３要請 被災市町村の長が知事に対して行う応援の要請 

 

（応援の要請の手続） 

第７条 被災市町村の長は、次に掲げる事項を明らかにして、前条に規定する区分に応じ、知

事又は他の市町村の長に対し応援の要請を行うものとする。 

（１）被害の種類及び状況 

（２）第２条第１号及び第２号に掲げるものの品名、数量等 

（３）第２条第３号に掲げる車両等の種類、規格及び台数 

（４）第２条第４号に掲げる職員の職種別人員 

（５）応援場所及び応援場所への経路 

（６）応援の期間 

（７）前各号に定めるもののほか、応援の実施に関し必要な事項 

２ 応援の要請を受けた知事及び市町村の長は、応援の要請に応じる場合にあってはその応

援の内容を、応援の要請に応じることができない場合にあってはその旨を当該被災市町村

の長に通報するものとする。 

３ 前２項に規定する応援の要請及び応援の可否に関する通報は、第１要請及び第２要請に

あっては、原則として道を経由して行うものとする。 

 

（応援の経費の負担） 

第８条 応援に要した経費は、応援を受けた被災市町村において負担するものとする。 

２ 応援を受けた被災市町村において前項の規定により負担する経費を支弁するいとまが

ない場合には、応援を受けた被災市町村の求めにより、応援を行った道及び市町村は、当

該経費を一時繰替（国民保護に関しては「立替え」と読み替える。以下同じ。）支弁する

ものとする。 

３ 前２項の規定により難い場合については、その都度、応援を受けた被災市町村と応援を

行った道及び市町村が協議して定めるものとする。 

 

（自主応援） 

第９条 知事及び市町村の長は、被災市町村との連絡がとれない場合又は緊急を要する場合であ

って必要があると認めたときは、自主的に、被災市町村の被災状況等に関する情報収集を

行うとともに、当該情報に基づく応援を行うものとする。 

２ 自主応援については、第７条第１項の規定による被災市町村の長からの要請があったも

のとみなす。 

３ 自主応援に要する経費の負担については、前条の規定を準用する。ただし、被災市町村

の情報収集に要する経費は、応援を行った道及び市町村において負担するものとする。 

 

（他の協定との関係） 

第 10 条 この協定は、道及び市町村相互において締結している北海道広域消防相互応援協定、

北海道消防防災ヘリコプター応援協定その他の災害時の相互応援に係る協定を妨げるも

のではない。。 

 

（その他） 

第 11条 この協定の施行に関し必要な事項は、別に定めるものとする。 

２ この協定に定めのない事項又は疑義を生じた事項については、その都度、道及び市町

村が協議して定めるものとする。 
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附 則 

この協定は、平成 20年６月 10日から施行する。 

平成９年 11月５日に締結された協定は、これを廃止する。 

この協定の締結を証するため、協定書に知事、北海道市長会長及び北海道町村会長が記名押印

の上、各自１通を保有し、北海道市長会長及び北海道町村会長は、各市町村の長に対し、その写

しを交付するものとする 

 

平成 20年６月 10日 

 

 

北海道 

北海道知事 

 

北海道市長会 

北海道市長会長 

 

北海道町村会 

北海道町村会長 
 

別 表 

地 域 区 分 構 成 市 町 村 

石 狩 支 庁 石 狩 支 庁 管 内 の 市 町 村 

渡 島 支 庁 渡 島 支 庁 管 内 の 市 町 

檜 山 支 庁 檜 山 支 庁 管 内 の 町 

後 志 支 庁 後 志 支 庁 管 内 の 市 町 村 

空 知 支 庁 空 知 支 庁 管 内 の 市 町 

上 川 支 庁 上 川 支 庁 管 内 の 市 町 村 

留 萌 支 庁 留 萌 支 庁 管 内 の 市 町 村 

宗 谷 支 庁 宗 谷 支 庁 管 内 の 市 町 村 

網 走 支 庁 網 走 支 庁 管 内 の 市 町 村 

胆 振 支 庁 胆 振 支 庁 管 内 の 市 町 

日 高 支 庁 日 高 支 庁 管 内 の 町 

十 勝 支 庁 十 勝 支 庁 管 内 の 市 町 村 

釧 路 支 庁 釧 路 支 庁 管 内 の 市 町 村 

根 室 支 庁 根 室 支 庁 管 内 の 市 町 
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○ 資料 25 災害時の応援に関する協定 

 

財務省北海道財務局（以下「甲」という。）、北海道（以下「乙」という。）及び北海道内の市

町村（「丙」）の長から協定締結について委任を受けた北海道市長会長及び北海道町村会長（以下

「丁」という。）は、北海道内でそうと規模の災害が発生し場合において、災害対策基本法（昭

和 36 年法律大 223 号、以下「法」という。）第 74 条の３の規定に基づく甲の乙又は丙に対する

応援（以下「応援」という。）を円滑に行うため、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、北海道内で相当規模の災害が発生した場合において、甲、乙及び丙の連

携により初動時の情報収集、伝達を迅速に実施するほか、甲の乙及び丙への応援による

各種業務の実施により、乙又は丙における円滑且つ迅速な災害復旧事務の遂行とともに

民生の安定が図られることを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この協定で「相当規模の災害：とは、次の各号掲げる災害を言う。 

（１）法第 24条第 1稿に規定する非常災害対策本部又は放題 28号の 2に規定する緊急災害対策

本部が設置された災害 

（２）災害救助法（昭和 22年法律第 118号）による救助の行われる災害 

（３）乙に法第 23 条に規定する災害対策本部が設置された災害のうち、特に乙が必要と認め

るもの 

 

（災害情報の収集・伝達） 

第３条 相当規模に災害が発生した場合には、甲、乙及び丙相互に連携し、情報の収集と伝

達を行うものとする。 

２ 甲、乙及び丙は、予め連絡体制を整備しておくものとする。 

 

（支援の内容） 

第４条 甲の応援により、甲が支援する業務の内容は、次の各号に掲げる事務及び作業とする。 

（１）避難施設運営補助（支援物資運搬、避難施設巡回等） 

（２）災害ボランティア及び支援物資等の受付事務 

（３）有価物（現金、保険証、貴金属等の遺失物）の分別作業 

（４）り災証明書申請受付及び発行に関する業務 

（５）り災建物判定にかかる現地調査補助 

（６）その他乙又は丙の職員の指示に基づく災害応急対策に関する事務及び作業 

 

（応援の要請） 

第５条 相当規模の災害が発生した場合において、乙又は丙が必要に応じ第４条に定める応援の

要請を行う場合は、甲に対して電話連絡等、口頭により要請を行い、事後速やかに要請内

容を記載した文書を提出するものとする。 

２ 丙からの要請については、乙を経由するものとする。 

 

 

（応援の実施） 
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第６条 甲は、乙若しくは批正市町村との連絡がとれない場合又は緊急を要する場合であって必

要が見あるとを行うとともに、該当情報に基づく応援を行うものとする。 

２ 自主応援については、第５条第１項の規定尾による要請があったものとみなす。 

 

（費用負担） 

第８条 甲の派遣に要する費用は、原則として甲が負担するものとする。 

 

（その他） 

第９条 この競艇に定めのない事項に関しては、その都度、甲、乙及び丙が協議するものとする。 

 

附則 

１ この協定は、平成 26年３月 28日から施行する。 

２ この協定の締結を賞するため、本書４通を作成し、甲、乙及び丁記名押印の上、各自１

通を保有し、丁は丙に対し、その写しを公布するものとする。 

 

 

平成 26年３月 28日 

甲  財務省北海道財務局 

北海道財務局長   

 

乙  北海道 

北海道知事  

 

北海道市長会 

北海道市長会長  

丁 

北海道村長会 

北海道村長会長  
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○ 資料 26 北海道広域消防相互応援協定 

 

消防組織法（昭和 22年法律第 226号）第 21条の規定に基づき、北海道広域消防相互応援協定

を次のとおり締結する。 

 

（目的） 

第 1 条 この協定は、消防組織法（昭和 22 年法律第 226 号。以下「法」という。）第 21 条の規

定に基づき、北海道内の市、町及び消防の一部事務組合（以下「市町等」という。）相互の応

援体制を確立し、災害が発生した場合又は災害が発生するおそれのある場合に有効に対処する

ことを目的とする。 

（対象とする災害） 

第 2条 この協定の対象とする災害は、法第 1条に規定する水火災又は地震等の災害で、市町等

の応援を必要とするものとする。 

（地域区分） 

第 3条 この協定による相互応援を円滑に実施するため、市町等を別表に掲げる地域に区分する。 

（代表消防機関の設置及び任務） 

第 4条 この協定による相互応援を円滑に実施するため、別表に規定する地域ごとに地域代表消

防機関を置き、地域代表消防機関を総括する総括代表消防機関を置く。 

2 地域代表消防機関及び総括代表消防機関の選定は、市町等の消防長の協議により行う。 

3 地域代表消防機関の任務は、次の各号に掲げるとおりとする。 

(1) 総括代表消防機関及び当該地域内消防本部との連絡調整及び情報交換に関すること。 

(2) 当該地域内の応援可能な消防隊等の把握に関すること。 

(3) 応援の要請時における当該地域内の応援可能な消防隊等の調整に関すること。 

4 総括地域代表消防機関の任務は、次の各号に掲げるとおりとする。 

(1) 北海道との連絡調整及び情報交換に関すること。 

(2) 地域代表消防機関との連絡調整及び情報交換に関すること。 

(3) 北海道内の応援可能な消防隊等の把握に関すること。 

(4) 応援の要請時における北海道内の応援可能な消防隊等の調整に関すること。 

（応援の種別） 

第 5条 この協定による応援の種別は、次の各号に掲げるとおりとする。 

(1) 陸上応援 消防隊、救助隊、救急隊又は支援隊（情報収集、伝達、広報等の活動を行う隊

をいう。以下同じ。）による応援 

(2) 航空支援 回転翼航空機を装備した消防吏員の一隊（以下「航空隊」という。）による応

援 

（応援隊等の登録） 

第 6 条 市町等は、応援が可能な消防隊、救助隊、救急隊、支援隊及び航空隊（以下「応援隊」

という。）並びに資機材をあらかじめ登録するものとする。 

（応援要請の方法） 

第 7条 応援の要請は、災害が発生し、又は発生するおそれのある市町等（以下「要請側」とい

う。）の長から他の市町等の長に対し、災害の規模等に応じて次の区分により行う。 

(1) 陸上応援要請 

ア 第 1要請 当該市町等が隣接の市町等に対して行う応援要請 

イ 第 2要請 当該市町等が構成する別表の地域内の他の市町等に対して行う応援要請（第 1
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要請を除く。） 

ウ 第 3要請 当該市町等が構成する別表の地域外の市町等に対して行う応援要請（第 1要請を

除く。） 

(2) 航空応援要請 

 航空隊の応援を必要とする応援要請 

2 陸上応援要請は、第 1要請、第 2要請、第 3要請の順に行うものとする。ただし、要請側の長

が特に必要と認めた場合は、この限りでない。 

3 前項の陸上応援要請のうち、第 2要請にあっては要請側の地域代表消防機関を、第 3要請にあ

っては要請側の地域代表消防機関、総括代表消防機関及び応援要請をされた市町等の地域代表消

防機関を経由して行うものとする。 

（応援要請の代行） 

第 7条の 2 地域代表消防機関を置く市町等の長は、災害の状況により応援の必要があると認める

ときは、北海道知事及び総括代表消防機関を置く市町等の長と協議し、要請側の長に代わり他の

市町等の長に応援の要請をすることができるものとする。 

2 前項の応援の要請は、前条の規定により要請側の長が行った応援の要請とみなすものとする。 

（応援隊の派遣） 

第 8条 前 2条の規定により応援の要請を受けた市町等（以下「応援側」という｡)の長は、特別の

事情がない限り、応援隊を派遣するものとする。 

2 応援側の長は、応援隊を派遣するときは、要請側の長に対し、その旨を通知しなければならな

い。この場合において、第 7条第 3項の規定により経由することとされている代表消防機関を経

由した応援要請にあっては、当該代表消防機関を経由して通知するものとする。 

（応援隊の指揮） 

第 9条 応援隊の指揮は、要請側の長が行うものとする。 

（応援経費の負担） 

第 10条 陸上応援に要する経費は、要請側の負担とする。ただし、次の各号に掲げる経費は、応

援側の負担とする。 

(1) 応援隊員の出動に係る旅費及び諸手当 

(2) 車両及び機械器具の燃料費（現地で調達したものを除く。） 

(3) 車両及び機械器具の修理費 

(4) 消耗品の補充費（現地で調達したものを除く。） 

2 航空応援に要する応援隊員の出動に係る旅費及び諸手当並びに回転翼航空機の燃料費は、原則

として要請側の負担とする。 

3 応援側の長は、前 2項の規定により要請側の負担とされる経費を要請側の長に直接請求するものと

する。 

（損害賠償） 

第 11条 応援隊の応援に伴い発生した事故の処理に要する次の各号に掲げる経費は、要請側の負

担とする。ただし、応援側の重大な過失により発生した損害賠償に要する経費は、応援側の負担

とする。 

(1) 土地、建物、工作物等に対する損害賠償 

(2) 一般人の死傷に伴う損害賠償 

2 前項に定める要請側の負担額は、応援側が加入する保険により支払われる金額を控除した額と

する。 

（協議） 

第 12条 この協定に定めのない事項又は疑義を生じた事項については、その都度市町等の長が協

議して決定するものとする。 
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（委任） 

第 13条 この協定の実施に関し必要な事項は、市町等の消防長が協議して定める。 
 

附 則 

この協定は、平成 3年 4月 1日から施行する。 

附 則 （平成 6年 7月 25日締結） 

この協定は、平成 6年 8月 1日から施行する。 
 

本協定の成立を証するため、協定書 72 通を作成し、記名押印のうえ市町等において各 1 通を保

有する。 
 

 平成 3年 2月 13日 
 

別 表 
 

地域 構成市町等 

道

西

地

域 

函館市、森町、長万部町、渡島西部広域事務組合、南渡島消防事務組合、渡島東部消防事務

組合、檜山広域行政組合 

道

南

地

域 

室蘭市、苫小牧市、登別市、伊達市、白老町、西胆振消防組合、胆振東部消防組合、日高東

部消防組合、日高中部消防組合、日高西部消防組合 

道

央

地

域 

札幌市、小樽市、夕張市、美唄市、江別市、赤平市、三笠市、千歳市、歌志内市、恵庭市、

広島町、上砂川町、石狩北部地区消防事務組合、羊諦山ろく消防組合、岩内寿都地方消防組

合、北後志消防組合、滝川地区広域消防事務組合、岩見沢地区広域消防事務組合、深川地区

消防組合、砂川地区広域消防組合、南空知消防組合 

道

北

地

域 
旭川市、増毛町、上川北部消防事務組合、士別地方消防事務組合、上川南部消防事務組合、

大雪消防組合、上川中部消防組合、富良野地区消防組合、北留萌消防組合、留萌消防組合、

稚内地区消防事務組合、利尻礼文消防事務組合、南宗谷消防組合 

道

東

地

域 

釧路市、帯広市、根室市、留辺蘂町、網走地区消防組合、北見地区消防組合、紋別地区消防組

合、遠軽地区広域組合、美幌・津別消防事務組合、斜里地区消防組合、西十勝消防組合、北十

勝消防事務組合、東十勝消防事務組合、池北三町行政事務組合、南十勝消防事務組合、釧路北

部消防事務組合、釧路東部消防組合、釧路西部消防組合、根室北部消防事務組合 
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○ 資料 27 北海道地方における災害時の応援に関する申合せ 

 

北海道開発局長（以下「甲」という。）と、上川町長（以下「乙」という。）は、災害時にお

いて、甲から乙に対する応援が円滑に行われるよう、次のとおり申合せを行う。 
 

（目的） 

第 1条 この申合せは、乙が代表する地方公共団体の区域において、土木施設等に被害が発生した

場合に、被害の拡大や二次災害の防止に資するため、甲が被災直後の緊急的な対応（以下「応援」

という。）を実施することにより、国民の安全・安心を確保し、もって民生の安定を保持するこ

とを目的とする。 

（定義） 

第 2条 この申合せにおいて、「大規模自然災害発生時」とは、地震、津波、風水害、土砂災害、

雪害、火山噴火等の自然災害により社会的な影響が大きい重大な被害が発生した場合をいう。 

2 この申合せにおいて、「管轄開発建設部」とは、乙が代表する地方公共団体の区域において、

土木施設等を管理する甲の機関である開発建設部をいう。 

（応援の要請） 

第 3条 乙は、大規模自然災害発生時に、乙が代表する地方公共団体の区域において、土木施設等

に被害が発生し、甲による応援が必要と判断した場合は、電話またはファクシミリ等により甲に

応援を要請することができる。 

（応援の実施） 

第 4条 甲は、次の各号に掲げる場合において、乙に対して応援を実施することができるものとす

る。 

(1) 大規模自然災害発生時に、乙から応援の要請を受けた場合 

(2) 大規模自然災害発生時に、乙から応援の要請がない場合であっても、被災状況によっては特

に緊急を要し、かつ要請を待ついとまがないと甲が認め、独自に応援を行うと判断した場合 

(3) その他、特に甲が緊急に応援を実施する必要があると認めた場合 

2 甲が独自の判断により応援を実施する場合には、乙に対して応援内容を速やかに通知するものと

する。 

（応援の内容） 

第 5条 前条に基づく甲の応援の内容は、次の各号に掲げるものとする。 

(1) 土木施設等の被害状況の把握 

(2) 二次災害の防止に資する応急措置の準備（資機材の運搬、被災箇所の監視、進入路の確保等） 

(3) その他、甲が緊急に応援を実施する必要があると認めるもの 

（費用負担） 

第 6条 乙の要請に基づく甲の応援の実施に要する費用は、他に特段の定めのある場合を除き、原

則として乙の負担とする。ただし、乙の負担を求めることが困難又は不適当な場合は、相互に協

議するものとする。 

（相互の情報交換） 

第 7条 甲、乙及び管轄開発建設部は、災害時の協力が円滑に実施されるよう、平時から緊急時の

連絡体制等に関する情報交換を行うものとする。 

（他の協定との関係） 

第 8条 この申合せは、乙が既に締結している他の相互応援に関する協定等による応援及び新たな

相互応援に関する協定等の締結を妨げるものではない。 
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（その他） 

第 9条 この申合せに疑義を生じたとき、又はこの申合せに定めのない事項については、その都度

甲及び乙が協議の上定めるものとする。 

（適用） 

第 10条 この申合せは、平成 22年 5月 31日から適用するものとする。 
 
 
 

平成 22年 5月 31日 
 

                  甲 北海道開発局長 
 

                  乙 上川町長 
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○資料 28 かみかわの絆 19  
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○資料 29 災害等の発生時における上川町と北海道エルピーガス災害対策協議会の応急・復旧活動

の支援に関する協定  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

------------------------------------------------------------------------------------- 
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○ 資料 30 災害発生時における上川町と上川町内郵便局の協力に関する協定   
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〔 様 式 〕 

 

○ 別記第 1号様式 公用令書等（別表 第 1号様式～第 6号様式） 

別表 第 1号様式 

従 事 第   号 

公 用 令 書 

 

住 所 

氏 名 

 

 

災害対策基本法第 65条の規定に基づき、次のとおり    を命ずる。 

 

      年  月  日 

処分権者                ○印 

従事すべき業務  

従事すべき場所  

従事すべき期間  

出頭すべき日時  

出頭すべき場所  

備     考  
 

（備考）用紙は、日本工業規格 A4とする。 

 

 

 

 

 

 

 

従事 

協力 


